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山口大学・平成26年度「新呼び水プロジェクト(研究拠点形成型)J 
(戦略的研究推進プログラム)研究成果報告書

プロジェクト名:I山口大学・東アジア近代経済産業史研究センター創設

一束アジア地域アーカイブ国際連携ネットワーク形成と山口大学の国際中核拠点化-J

L]J口大学・平成26年度「新呼び水プロジェクト

(研究拠点形成型)の助成対象として，上記プロ

ジェクトは， 900万円の研究助成金交付を受けた。

この助成金により，当該プ口ジェクトは，独な行

政法人日本学術振興会「研究拠点事業.B. アジ

ア・アフリカ学術基盤形成卑uへの平成28年度応

募及び平成29年度「山口大学・東アジア近代経済

産業史研究センターJ創設構想、の実現を目標にし

て，始動した。委細は 下掲「申請書Jの通りで

ある c

平成26年震は，本プロジェクトの前半事業とし

て，山口大学総合以j書館及び東亜経済研究所が所

蔵する戦前・戦中期東アジア歴史資料と一脈相通

じる国内外の東アジア関係歴史資料所蔵・活用と

取り組んでいる研究機関の方々や学者をお招きし

て，国際カンファレンスを開催した。会議の標題

は， IKickoff Conference 2014 東アジア近・

現代史資料所蔵文書館の国際連携ネットワークの

構築」であった。同カンファレンスは，山口大学

全学から参集した専門・関連研究者からなるプ

ロジェクトメンバー17名と職員各位の協力によ

り， 2014年12月9日(日)に，中国・韓国・台湾-

USAの文書:館や研究所からカンファレンス・ス

ピーカーとして8名， 日本国内からは2名の研究者

や司書の方々をお招きして，実現した。また国内

外から， 106名もの関係者がフロア討論者として，

古川澄明(プロジェクト代表)

(山口大学名誉教授・平成28年3月経済学部定年退職)

集まって下さった。カンファレンス・プ口グラム

を紹介しておくと，以下の通りである。

fKickoff Conference 2014 -東アジア近・

現代史資料所蔵文書館の国際連携ネット

ワークの構築jプログラム

山内直樹(山口大学副学長)の開会挨拶，

岡 正朗(山口大学長)の挨拶

午前の部のセッション

テーマ「異分野間の連携研究やクロスボーダー学

術パートナーシップの在り方」

コーデイネーター 石田成則(LlJ日大学教授)

司会 滝野正二郎(山口大学准教授)

10 : 35 報告者 山田浩二(菌際協力機構企画

部) .参事

11 : 00 報告者 Tai-Chun Kuo氏

スタンフォード大学ブーバー

研究所・教授

11 : 30 報告者 Kim， In-ho氏東義大学校

人文学部史学科・教授

午後の部セッション

コーデイネータ一 城下賢吾(山口大学教授)

第 l部 近現代史研究における山口大学歴史資

料遺産の価値とは，何かc

可会産関紘一氏(桜美林大学教授)
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13 : 00 報告者 イ・ミョンフイ氏(梨花

女子大学経済学部・准教授)

13 : 30 報告者 王建朗氏(中国社会科

学院近代史研究所・教授)

14 : 00 報告者 Regan Murphy Kao氏(ス

タンフォード大学日本研究

所-

第2部 近現代東アジア関係暦史資料所蔵文書:

館関のサイバ-[CE]際連携について

司会陳穫俊氏(L]J仁!大学経済学部教授)

14 : 00 報旨者マクヴェイ山田久仁子氏

(ハーバード大学イエン

チェンライブラリー・

15 : 00 報告者謝園興台湾歴史研究所・

所長

16 : 30 報告者泉沢久美子氏アジア経

済研究所・司書

最終パネルデイスカッション

コーディネータ一 吉川澄明氏(山口大学

経j斉学・教授)

古川 澄明(カンファレンス・コーデイネーター)

会場には，用意した座席が埋まり.座れないほ

どの，沢山の参加者で溢れ，充実したデイスカッ

ションが行われた。

東アジアに関する歴史資料を活用する新しい学

問分野の開拓と，資料のデジタル化と国際的連携

ネットワーク構築による相互科用に期待を寄せる

議論が行われた口しかし，問題が山積しているこ

とも判明した口日本の国立大学アーカイブでは，

デジタル化のための財政的基盤が脆弱であり，そ

れをどのようにして克服し活路を開くかが議論

の焦点のーっとなった。国際的な相互利用の新し

い方向性として，資料デジタル化と国際靖報ネッ

トワーク構築が理想、であるが，現実と理想、の間に

は，政治や財務問題など，飛び越えられないよう

な深い谷間の存在が明らかとなった。しかし参

加考の大半がそうした問題を解決できないとは考

えていなかった。 21-tU:紀初頭の今日，東アジアの

近現代史を，歴史資料，の今日的視点からの見産し

ゃ，新学問分野への活J!Jにより，東アジア歴史資

を保有する各同アーカイブや研究機関の間

で，学術的に新しい関係を構築できることを再確

言去することができたカンファレンスとなった c そ

の意味で、は，国際的にんきなな義を持つもので

あったむ

なお，このカンファレンスの開催に向けて，中

核的推進者として多大のご尽力を賜った.湯)11

i羊先生(山口大学人文学部・教授)が急逝された。

これは，プロジェクトにとって大変な痛手である

と共に，悲しき恨事であったっここに記して，ご

冥福をお祈りする次第である c

なお，このカンファレンスに関しては，下記の

ような『報告書Jを刊行したc

Building of lntεγnαtioれαlCyb巳γCooteγαtion

between Ar仁川vesPossessiJ7f.[ 11日odぞrn-Eαst司

Asiαn Historical Records: Rptort of Kickoff 

Conference 2014 "， edited by Sumiaki Furukawa， 

New Pump-Priming of Yamaguchi University 

(ISBN9784990825706 ) 

本プロジェクトの前半事業である国際カンファ

レンスの開能に先立つては 束アジア毘史資料を

所蔵する中間.台湾， USAの関係アーカイブや

研究機関などの招蒋先にミッションを派遣したc

またプロジェクトの後半事業としても， ["_記アー

カイブや研究機関との将来的連携の可能性を探る

べく，再度，視察ミッションを派遣し交流を推

進した。とくに後半事業では.若手人材の育成を

兼ねて，派遣メンバーの選定を行った。
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平成26年8月盟際カンファレンス招轄先への派遣

工城下賢吾(ベテラン)経済学部(経営学)・

教 授コ派遣先ド [EI!Ie]立公文書館 (National

Archives) . Library of Congress . Harvard-

Yenching Library，、|勺J)t26if8月 30 日 ~9月 5 日 (5

日間経費340，260ITJ)。

3む|諌櫨俊 (l-tJ堅)経済学部(国際環境保全論)・

教授コ派遣先:介汚 :[五l家十}Ji案管理局 (National

Archives Administration)，国史館 (Academia

Historica) . ド1Lと自立台 湾文献宣言 (Taiwan

Historica) ，中央研究院 (AcademiaSinica)， 

近代史研究所 (Instituteof Modern History)， 

平成26年8月261-1~9Jj3 日 (9 日間経費233.1 55

円)。

③李海峰(ベテラン)経済学部(中国経済史)・

教授コ派遣先:Hoover Institution of Stanford 

U niversi ty， J apanese Studies Librarian， 

Stanford University， 千成26年8丹 1 日 ~9月 3H

(34日間中， 5 U， 212.7901_lj)口

平成26年12月国際カンファレンス後の連携協力

へ向けた交流派遣・若手育成

①i'F-ij JI [和彦 (X/子)粁済学部(商法)・講師コ派

遣先 :Harvard-Yenching Library， Columbia 

University叩c.V. Starr East Asian Library，干

成26年3 月 16 日 ~2111 (6ti関経費349.783fIi )コ

②山下 司11 (ljlf?1l :粍済学部(会計学)・准教授

二今派遣先:soston University，平成27年3J]23 

日 ~30H (811 tHl経費338，920万円)() 

③石田成日Ij (中昭)経済学部(保険学)・教授コ

派遣先 台湾川I央研究院台湾史研究所ほか人

平成27年3月221J九 2413(3日間経費136，81011J)c 

④朝水宗彦(若手)経済学部(観光学)・准教授

コ派遣先， タイ!こ"1チュラロンコン大学人文学部

図書館.チェンマイ大学総合図書館，シーナカ

J)ンウイロート大学松{r[司書館??-、ド成26年 3

}j 20 Ll ~26 日， 7汀関， 30万円。

i J 11耕三(若手)経済学部(アジア粍済論). 

i任教授コ派遣先:ボストン大学東アジアJZ古学-

文;化lと同|怒センター， イリノイ大学|吋際・地域

1iJf究図書館，平成27年3月23H~2911 ， 7日間，

336，6701_lJ 0 

j毎峰(ベテラン)経済学部 (ql[Jil経済史)・

教授コ派遣先:Hoover Institution of Stanford 

U ni versi ty， J apanese Studies Li brarian， 

Stanford Universitv， 平 成27it~ 2 ) J 19 1 I ~ 3 n 1 

1I (611間経費400，000万円)心

海峰(ベテラン)経済学部(Ijl凶経済史)・

教授ニキ派遣先:中国国家歴史博物館，社会科学

院近代歴史研究所，中国国家l司書館，北京同書

中国，平成27年3月2311~ 2711 (5日間経

費153，060万円九

flJ 1守次(中堅)経済学部(粍済うど)・教

授つ派遣先:ベトナム， EIU， [司際交流基金，

VJCC他平成27年3月 21 日 ~2611 (7[1閉経費

18h7440円)。

1)本晴彦(ベテラン)農学部(環情報学)・

教授コ派遣先:中国:東北師範大学1I本研究所-

M書館，吉林省、凶書館，平成271ド3H26LI ~31 

1I (6日間経費30万円九研究交流と研究所開の

交流協定の諦結に向けた協議、

以下，本 f東亜経済研究雑誌(特別りうJには，

本プロジェクトの概要(助成金交f.J'flq請書及び平

成26年度事業成果報行概要)を収録した後，プロ

ジェクトの後半事業として派遣したミッションの

を編集して掲載しているひ東アジア近現代

11ポ!と資料遺産は， 日本の資料遺産で、あるだけでな

く，東アジアの人々，延いてはi百:界の歴史資料遺

る。願わくは， IciJ資料の歴史的価値を評価
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してデジタル化と国際的なデジタルネットワ…ク

を介した関係所蔵機関関での相互利用の道が開け

ることを願うものである。
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山口大学・東アジア近代経済産業史研究センター創設構想

一束アジア地域アーカイブ国際連携ネットワーク形成と山口大学の国際中核拠点、化一

はしがき

はしがき

(1)構想と提案

(2)始動と発進

(3)一時停止

あとがき

表題のプロジェクトが平成26年度の「山口大

学戦略的研究推進プログラム・新呼び水プロジェ

クトjに，単年定認定事業として，採択された。

提案は3年間であったが，大学の限られた予算か

ら，単年度の成果を見て，再応募による継続可否

審査を行うとの条件付きの採択であった。結果的

には，平成27年度継続採択とはならなかったが，

平成26年度事業は 山口大学の「新呼び水プロ

ジェクトJ支援事業の積極的成果を示す事業とし

て成就したことを特筆しておきたい。

というのは，本プロジェクトは，旧市IJ山口高等

商業学校の東アジア近現代歴史資料遺産を継承す

る山口大学が，同様に旧制高等商業学校の歴史資

料遺産を引き継いで新制大学に移行した西日本の

地方国立大学と共有する史料所蔵・活用課題を浮

き彫りにしたからである。それは， 日本のアカデ

ミー界がアジアの近現代史とどのように向き合

い，歴史資料遺産に対して，如何なる姿勢で活用

に臨むべきかを問う国際カンファレンスでもあっ

た。例えば，アメリカ合衆国のハーバード大学

イェンチェンライブラリーやスタンフォード大学

フーバー研究所は，東アジア近現代史資料所蔵と

デジタル化による教育研究への活用の充実で知ら

山口大学名誉教授古川澄明

Sumi，αki FURUKAWA 

れる。台湾・韓国・中国・シンガポールでも，国

を挙げて歴史資料のデジタル化と教育研究への活

用が推進されている。日本は この学術文化分野

では，かかる諸国の後藤を拝する。 USAや中国・

韓国・台湾からお招きしたスピーカーの先進的な

取り組みに関する紹介を拝聴して， またある国の

研究機関からお招きした方からデジタル化事業へ

の助成金提供の申し出すらあって，身の量き所が

ない患いであった。アジア諸国の取り組みに対比

して， 日本のアカデミー界は，この問題に如何に

向き合うか，そのスタンスを問われている。折し

も今日，戦中期の強制労働問題が， 日本企業のア

ジア事業の行く手に立ちはだかる。ドイツ企業は

1980年代末に強制労働問題に向き合った。大学や

研究機関の歴史研究者に研究資金の提供と内部資

料の公開を行って 戦中期強制労働の実態研究を

推し進めた。研究は強制労働の真相を詳らかに

し企業は真相を受け止めた。今日， EUや東欧

諸国においてドイツ企業の存在力が受け容れられ

ている一つの背景に，そうした戦前戦中期の企業

行為の清算があるように思われる。

ビジネスでも，文化学術交流でも，アジアはと

ても狭くなっており アジアの人々の生活も相互

に身近になっている。そうしたなかで，本プロ

ジェクトの事業は，単年度ではあったが， 日本の

アカデミー界が，腐朽危機にあるアジア近現代史

資料遺産に対して，如何に向き合うのかといっ

た，アジアの喫緊の要事に波紋を広げる-1jを投

じたと思う。
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(1 )構想と提案

明治期から大正期にかけて.官立の高等商業学

校が設立され.国によるピジネス人材教育に力が

入れた。官立以外に，公_¥'(・私立の商業高等学校

も設立され，戦後改組を経て今日まで歴史を継承

するところも少なくない〆山[J大学経済学部もそ

うした!日制高等商業学校に系譜をさかのぼる

である。因みに l自書IJ官立高等寵業学校を上げる

と，東京高等商業学校 (1887 明治20J年・現象

橋大学・ 1920年，東京商科大学に昇格)， 

等商業学校(1902年・現神戸大学)，山口高等臨

業学校(1905[明治38J年4月・現山口大学入長

崎高等商業学校 (1905年9)J.現長崎大学入小樽

高等高業学校 (1910年・現小樽商科大学入名

屋高等商業学校 (1920[大正9J年・現名占犀大

学)，福島高等商業学校 (1921年・現福島大ヴリ，

大分高等商業学校(1921ir.現大分大学)，彦根

(1922年・現滋賀大学入和歌山高

等商業学校 (1922年・現和歌山大学入横浜高等

商業学校 (1923年-現横浜

商業学校 (1923年・現香川大学)高岡高等

学校 (1924年-現富山大学入台北高等商業学校

(1919年・現台湾大学管理学院人京城高等商業学

校 (1922年・現ソウル大学校)，大連高等商業学

校 (1941年.1946年廃止)。

本稿で取り i二げる「東アジア控史資料遺産」は，

戦後一両日本地方大学において継承されているロと

くにLlJLJ 大学は，戦前戦中期jにおいて東アジアの

歴史に深く関わって人材育成に寄与した匙跡を刻

むので， 1日満州|国や朝鮮半白の産業や経済に関わ

る第l次資料を所蔵する c しかしながら.斯かる

資料に記された歴史の記器b 戦後71年の今日，

往時の情報媒体の腐朽と共に消失する運命にある

のであろうか。流言や虚説も人々の意識を支配す

れば，既成事実と認識されるようになる。歴史事

実とは，人々の!が史認識の数だけ存在することに

なる。 70年前のft主党資料は.高額費用を投じた脱

鼓処理によって一時的に延命できるにしてもー!寓

朽を免れない三

21世紀の今 11，東アジア歴史資料遺産のデジタ

ル化と国際連携活用に関して， U SA，中 1:fJ，韓

国，台湾， シンガポールなどにおいて， IoT時代

のインフォーメーション主主術(ICTJ を活用して

|臼弊的な所蔵 1~~:浬・活用体制から脱皮しようとす

る先進的取り組みがあるコ日本においても.例え

ば， ~玉i 立 において司限られた予算の中

で.デジタルアーカイブ化が取りまnまれている o

fアジア歴史資料センタ -J部門を設けて， I国の

機関が保管するアジア歴史資料を，データベース

化して公開Jしている c しかしながら， 日本は，

国家的文政戦略において畳史資料遺産の価値を評

価し国策的に保全しようとする歴史認識や保全

体制が確立しているとは言い難い。戦後のドイツ

と対比しでも， 日本は.国公立文書館や私企業文

書館のいずれにおいても.格段の貧寒状態を感じ

るのは，筆者の謬見であろうかつ

以下に掲載するのは.平成26年度の IJJ口大学

戦略的研究推進プログラム・新呼び水プロジェク

ト」への申請書:であるごそこに書かれた提案は，

単なる歴史資料遺産の保存を日的とするデジタル

化ではなし Eコ「申請書」からは 束アジアの歴史

資料遺産の一部を継承する山口大学において.プ

ロジェクトに参加する学者諸氏が， 、Ij該資料の望

ましい取扱いんーについて，いかなる見識と問題意

識を共有しているかを.読み取ることができるで

あろうコ



プロジェクト名

Illr 1)ぐ下・東アシア近代経済i主業史研究セシター剖l'立構fJ_(

山口大学「新呼び水プロジェクト(研究拠点形成型)J

(戦略的研究推進プ的.弘)申請書※

山口大学・東アジア近代経済産業史研究センター創設

( 83) -7-

ー東アジア地域アーカイブ匡際連携ネットワーク彰成と山口大学の霞際中核拠点化ー

2 プロジェクト期間 平成 26年度 ~ 平成30年度 5年間 |経費支援は3ヶ年度以内

所属・職 経済学部・教授 吉川澄明

3 研究代表者

電話番号

4 研究グループ

氏 名 所属部局(専攻等ト職名
現在の専門

役割分担
学位

({¥:六行)
紙i所却(経営!と)・教民 同γ:修 i ブロジ クト統括(H26-27WI主)

[1)-)11 {~"明

けんえ日)※
経J庁中，'ii;(情報不1';::)・教授 1 ~'f:j宰 1

ブロジ、 クト杭.jf，(H28即30{lcJ主)

2 Allotted t乱skfor IT-Data-base 

仁3 市長消部 (~毛常'[:) ・教N: 経営~f: 1 咋 l ‘ Representative， 東i[!i帝王ifi仰い究所

ート一一一一一一

4 山11ん';':[:.<:1書館(前IluukJ・数民 文学{I年I Representative， ilJ 1 1大総合[/(1主主計

5 人父、i三日r;(12<1書館仙科1';::)・准教授
自[jrfi情報

Team Leader for IT-Data-base 
修 L

6 
メディ γ )占盤ゼンター(情報科

f'H)-;::同[J: Allotted task for IT-Dataゃbase
学). iff救援

i 
知的財1;(センター(J;11i'I(jl!j-，;r"tl・

il/iふ t- Representative for lntellectual 
教托 property ofYU-Historical documents 

8 
農学;'Hj (民主環境.'rN泌 i学)・教

畏γ:博 1: Team Leader to YU-Historical 
J乏 documents 

9 経消乍i'jl;(IE[I際環境保全:論)・教段 経済'苧{I呈卜 Team Leader to Archives in Taiwan 

10 経済(中出経済論)・教授 京芸j斉学{I]'t Team Leader to Archives in China 

11 
人x_γ:;'j[j (11-Il1:1明治11:)'代交通史)・

文学{Iま[- Allotted task for Chim)se archives 
i十士教{乏

12 人x_';::;，;:r; (l¥:族学)・数民 文学博 i
Allotted task for Korearr Taiwan 
archives 

ト一一一一

13 経出'/:，';1;(侍LIiJ経消rihli)・教授 料消，、川専| Team Leader to Archives in Korea 

14 料消;::;';-[;(111[k[料1所iと)・教長 経済ずてf¥草i Team Leader to Archives in USA 

15 お(背中;';-1¥(lt1i史教1'1"/:)・教ね 文:';::{Iきi Allotted task for German archives 

ト一一一一一一

16 経済中立1;(経済史)・教詑 教育学修 i Team Leader to Domestic Archives 

卜一一

17 
Stanford University， (十I:iミ守:)・車交

社会学1'1/1 Foreign nwmber of Project 
授

18 村流';::if~ (会計ぞ)・教長 持営令官主 l Financial Manager 

L …ー…

※ブ口シェクト・メンバーの1181人?'1'/irJ愛
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5 研究プロジェクトの概要

【本研究プロジェク卜の特色!研究推進核(時間学研究所，先進科学イノベーション研究センター構想)の形成，連携する内容・研究

グループの構成 7 研究内容と大学附設研究所すセンターとの関連性を具体的かつ簡潔に記入してくださいJ

(1)【特色} 山口大学東亜経済研究所及び付篇図書館の所蔵藍史資料(玄警の開館経賞資理)をベ

ースに、 f山口大学・東アジア近代経済産業史研究センターj を創設、東アジアにおける近代経済鹿業

史アーカイブ国際連携ネットワークの中核研究拠点の地位を確立する。この戦略に向けて、全学から

組織的・人的資源を結集し、タスクフォースを結成。 3 年次に、.rSP~I型車拠虫連携事業ど官庁三
77立方空塑基盤堅盛型j に応募し、由民志望まζ愈驚噴煙裏7%玄関醸空援費費提怠i農護軍票襲警
壬三竺士友皇之費費支之翌三Lrこ発展させる。

(2)【研究推進核形成と根拠}①先端邑然科学と歴史学の融合(例:IlJ雨前資料を11.'fI::J〆 . fJ;1境 ';::-~i ，t;-!l J 表
ILJ w大学は、明治・大E ・8tH!1戦qJ期支で、そのliii身(特に!日記Ij1I1 

~l 高等商業乍校)時代に、 [1 本と朝鮮半島・ 111 回大|港との歴史的な関係に深くホケび付いた顛際空務費
費二教賓拠患のコヨ三長二それ故、戦前の東アジア産業経消・企業活動に関わる、盆ζ賓館差'Jt
之引去三変質概1由民友業安知的資麗三麓賞驚漉上が収集され、また戦後アメリカ l石川部押収}押

収資料や押収[11Jj壁・所在不明資料を除いて、ノ?打、山口大学付属|ヌi書館と東臣杯ニ消研究所;二所蔵二②

二、近代東アジア地域の経済・産業・企業活動の!t!とを

しようとする国際気運が高揚。③IU口大学は遺J主主j是正と二鑑みても、:::(7)3:J1. 

野でブt3jfAめなE療や技研5e;抱F.fと Lで、主導的役割を国外から求められ、力量をIllJわれてし、る二

(3)【固瞭連携】東アジアの近代経済産業史資料を保有する関係[E]アーカイブ!日jの[E[際連携を呼び掛け

て、上記の近代経清産業史資料データベース国際連携ネットワークを構築するつくじアジア地域:rl木、

韓国、中間、台湾、東高アジア諸国の関保アーカイブとの国際連携の構築ニ立アメリカ子子衆国公主主

館及び大学文主館連携(戦後米軍押収資料・押収資料移転先の迫跡調査)、雲押収川避資料・所花不明

資料調査。③i弓立公文書館アジア歴史資料センター・戦前 3大経涜研究所(現ゐツ橋ん・神戸大γ:・

山大東説経済研究所)の連携。⑤ドイツ公丈g館と連携(ドイツは盟主{¥;に戦ql期企業史研究着手)。

(4)【組織構成】学内専門家の総}Jを結集したタスクフォース結J}(:学内の歴史.t t !.: ~i，主情報学・lT.
A手人材、 ~l J大i火|書館・崖学公連携センター・知的財産センター・ LI日・メディア法位センターの協力。

東研所蔵資料H鈷編集に従 zむした元教職員各 11'1 (定年退職)を相科τ 学外:!主友援忠資数民強心関

fkをもっハーバード大図書館・スタンフォード大、韓E大学のから協力者の招鴨υ

6 研究プロジェクトの概要国

【研究プロジェクト全体のポンチ絵を提示してください。}

「近代産業経済史研究センターj 創設と「資料データベース国際相互利用ネットワークj 概要図
① 111 日大学~"J肢アーカイブとする f千百アーカイブ、 fずれ減資料情報データの IJ]際相 I{不Ijfn (合、 4ミデジタノレ資料相 11:平IJ

汗J):東アジア近代経済産業史とッグデータ相託手IjJHIEJ際連携システムゴ〕構築を日系ナ

②デジタノし資料及び紙保体資料ぴ)Irl際和互利用ネットワーク構築/，-!iづけたIEJ際法次協定締結ど泊り仙仁、

③各国関係え:書館・問書館所!減資料ぴ)デジタノレイヒ実態と [1，]際相足利用に山寸る調合i研究

④j玉i内関係資料センターとのリンク(国立公文書館アジア特史資料センター・)(~l':よ書館等)のx収

⑤最終的に、_!lHl主空1裏Z2T近的経費産業車型賓雪之竺コよi費量iーを核i三L三、同センターがリーダーシソソ企
探る、[資料データベース国際+I1 1[ 利 JTJ ネットワーク J~構築J

⑥企業会主保賓壁史資樫りJ賓f賞受A三塁業主閉蛤~三千…聞援経費主賓填

アメリカ国立公
文書記録管理局

I~.. 

l"ミ~

神戸大学経営
研究所

己 面立国会関醤 館

(所J蔵 渇 絵 文書)

ド有 | -t長/ノ

中国近現代経

済史・産業史

資料アーカイブ

韓菌近現代経
済史・産業史

資料アー力イブ

日
橋 大 学 経 済
研究所

日
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7 研究計画
【本研究プロジェクトにおける研究計翻・方法，各種競争的外部資金への応募計菌などを異体的かつ簡潔に記入してください。】

[平成 26年度] <<急進襲患襲撃壬え史毘ピ;之畏之費銀支主主r創設準備と国際連携予備交渉》

(1)東アジア近代経済産業史研究センター創設策案と、国際連携ネットワーク構築予構交渉:

「東亜経済研究所」の発展的改組を含めて、同研究センター自IJJ没を準備。同時に、東アジア近代経

済ぷ業史資料を保有する件同関係機関(主に韓国・中国・台湾.USAを優先)に参加を呼掛けて、

テムの構築を日差す。以ド、交渉先

①台湾:[:El~主制実管理局 (:\at iりnalArchives Administration)、国y:自立(AcademiaHi slorica)、出史館台湾文献釘{

(Ta iwan Histori川)、中央研究院(Acadcmi3Sinic3)、近代史研究所(Insti tute of Modc'rn History) c 室主整監盟
韓|同開史情報統oシステム (KorcanH i sto1'y On-] inc)、!司史編纂委員会 (N3tional Jnsl i lute ()f KorωHl Hislory)、
同友記録読 (¥3tiリnalArchivc目。fKor(3) 、ナラ記録館 (~a 1'a Repos i t川、y)、歴史言己妹館 (Histo1'yR(泊pository)、ソ

ウ/レ大学校 (SeouI ¥at iona 1 l'n i ve下sity) L!>;!7"閣韓国学研究院(KyujallggakTnstitut(' fo工、 Koreaれればies)、韓[cl

IE]点中央毘書館、自伝テ、ジタル図書館。③中華人民共和国:中華人民共和国出家利案局 (TheSt3tC A1'chive日

lIdministration川、 thePeople' 日 Rcpubli (、 ofChi na)、l['lls]社会科γ:院(ChincsclIcadcmy of Social Scienccs) 近

代!と{研究所(Tnsti tute of ¥10小、rnHistory)、It1国第ー歴史柑案館(Thl、ドirstHistorical Archiv凹 ofChi na)、'1'
[EJ第;歴史柏案館 (TheSecond 11 i 日to1'icall¥1<十lives01' Chirw、南京)、存地政府枯葉:処(GovcrnmentR('cords Sc1'v i (、p

of HりngKong)、マカオ歴史料東館 (HistoγicalArchi¥山口f¥lacao) 、一件港・マカオ・広東日本研究大学聯台(Tlw

lnivcrsity All i汁nn'fo1' J apancs(、Studiωin flK vlacau & (;l)lっつ④米国その他 シンガホール国.'1{公文怠館(¥Jational 

A1'chivcs ()f Sin民社i】ore)、栄 il研究プロジェクト (Australia-.Japan Rcscarch P1'ojc(、t)、オーストラリア圏、工大

(AustralianN川 ionalunivcrsity)アジア・太平洋学部((川 i叩 01'Asi白&the Pacific)、米!A!ll立公文書館仰tjonal

ArchivesJ・議会図書館 (Li bra1'Y of Congr、ess) ・東 'lli臨書館協会 (Counc、iI on East Asian Libr呂1'i円) . 

Harvard-Yenching Library、英悶 Impcrial¥¥ar¥!useums、ケンブリッジ大学(rniver日ityof Cambridge)アジア・ 11'

東研究学部 (F，Kultyof Asiiln and Middlc EasLern Studi 山)、 ドイツ現代史研究所 (InstituLeぱ仁川lLempOrelry

lIi sl oryL lfSA 関係大学図書館l士、害IJ愛。上記機関の三塁〈からだ)責商資料デ三タル化と公開室~められお;そも

(2)東アジア関係文書館所蔵資料の実態及びデジタル化状態に関する調査・研究 上掲の韓由・中同・

台湾関f系文書館を中心に取り組み、成果を踏まえ、橋次拡大。

(3)東軍経済研究所所蔵資料の終戦直後消失資料に関する語査・研究 本調査は、「東亜経済研究所(ア

ーカイブ) J を東アジア近代産業経済史文書館国際ネットワークの国際't1核拠点に位置付ける必須

条件。①米車府立:Z.'gj書虜似ti()}2llLArchi ves) と、その後の移管先大学図書館(~~，Ijl 不詳)の調 iqを実施する
*極経済研究所所蔵資料リスト編纂で小心的業務を果たした 2人のj乙教職員(大林nTI.[t;:.大庭平内朗氏、本I]I，iri

;_t:c:，=)頁参閉のこと)を相轄(タスクフォースに協力) c 

(4)東亜経済研究所所蔵資料ヂジタル・ヂータベース化及び国際ネットワークの試行的着手

本格的な国際的デジタル資料相互利用システム構築へ向けて予備的研究。ハーバー

タル資料相 rl~利用を求める

(5)国際交流基金 (H26) ・トヨタ財団・松下幸之助財団の菌際助成プログラム (H28) ・JSPSi研究拠

点形成事業J (H28)に応募。

【平成 27年度] <<研究センター運嘗体制準備と国際連携予犠契約の締結》

(1) ¥ド成 26年度の成果を踏まえ、予備契約交渉、及び、講査継続(含、米国調査)。

(2) (1)経済産業史文書館国際連携ネットワーク構想に賢同を得られた相手機関から、順次、国際連携子

備契約を締結(本契約は、 JSPSi研究拠点形成事業J採択後。②「国際カンファレンスj 開催。

(3)終戦直後消失資料調査・研究の継続。

(4) IYr蔵資料デジタル・データベースの国際的相互利用に関する研究を継続。ハーバード大'/や韓国の大

がデジタノレ資料相互利用を求める資料を優先デジタノレ化。

【平成 28年度】 <<JSPS r研究拠点形成事業j 応募>>/採択司研究センター創設、不採択埠事業見直し

928年度J&お f研究艶点費参議事業y• roアジア・アフ翌カ学構基襲欝成型j に応募。

(1)採状の場台、①?国際連携本契約締結j と構想実現に着手(研究センター創設、資料相互利用田|際

ネットワーク構築)、②予備契約交渉・調査継続(合、米間調室)③刊之:之之、レ Lイきょ開催。

(2)イJ採択の場合、①平成 29年度再応募を目指す。②中間評価、③事業戦略の見直し。

(3)盤娃主茎:①終戦直後消失資料調査・研究、②所!議資料デジタノレ・データベースの国際的相互利用

に関する研究継続、 ③ノ、了円一ノぺ?コJ'ぞ三玄rsi

三ヱや梓同司;包左フ全f毛:がデシジ::j_芝1;企E資立}料相正至型担!日j旦主求ぷめ〕る窒丹持Jを{笹憂先デ正、竺夕タ♂!少子げ一f

【平成 2却9年度】 《研究センタ一運営始動>>/ 不探択=功診戦略の見直し.JSPS再志募

(1)採択の場合、①研究センター経営体mlJ確立、②アジア国際中核拠点化の実務開業。

(2)再不採択の場合、①既作条件で実現可能な「国際連携ネットワーク j 形態の実現を探る。②資料

… 三空主資J性竪i
民献を検討する。成 28年度までの成果を踏まえ、 予備交渉、及び、調査継続(含、米同調査)。

【平成 30年度】 《研究センタ一本格運営>>I 不採択司歴史資料(資産)運用戦略の転換

(1)採択の場介、①研究センターの本格通営の開始。②企業各社保有歴史資料の有償受人事業。

(2)訂不採択の場介、国立公文書館による山大保有資料のデジタル化・移管を検討するc
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8.研究プロジェクトにおけるロードマップ

【本研究プロジェクトにおけるロードマップを記入ください】
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究
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国内外関係アーカイブ・データベース
A 国際電子情報ネットワークの技術問題

解消方策研究

9 研究プロジェクト実施体制図

【本研究プロジェクト各構成員の役割及び研究活動を支えるマネジメント体制がわかる体制図を記入ください】
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1 0 これまでの研究実績及び準備状況
【本研究プロジェクトを進める上でこれまでの研究実績及び準備状況等について具体的かつ簡潔に記入してくださいJ

{研究実績】

(1) I東亜経済研究所|所蔵調査と所蔵目録の刊行事業 (1988~1991 年間文部省予算措置)。山口大学

経済学部編『山口大学経済学部東亜経済研究所東亜関係蔵主目録』全 5 巻、 1988 年~2002 年間刊
行(1干I1漢書分類の部J I和漢書書名索引の部J I和漢書著者名索引の:'fl日「洋書の部」川llE]語発音

順検索の部J)。同時にデジタノレ書誌情報公開作業が進行し、今日山口大学医書館で検索司となって

いる。この調査研究実績には、経済学却先輩教職員(特に 2人の定年退職教職員の彫心鐘廿'の尽力

あり:大林洋玉氏・元助教授・大庭平山朗氏・元職員 (東研の生き七号IJ との愛称)。

(2) 本プロジェクト・メンバーだけで、なく、定年退職や転出諸光学の献身的冊究実中立が今日まで継承さ

れていることを特記しなければならない。委細は、古川澄~lj1稿「東亜経済研究所の歴史J (~East 
Asian F()rum~、第 22 号、 2008 年 4 月 1 r-ì発行、山口大学東亜経済研究所、 3~9 rDに詳述。

(3) 上記事業を通じて、仁SA占領軍押収資料及び、押収回避等の目的での退避資料の存在を解明 lSA

軍押収資料は米両公文書館に保管された後、アメリカの大γ:[';(J書館へ移管されたと言われるが、不

詳。 lilli資料は、資料所在に対する調査を要する) (台川、 f-_掲稿、 3~9 頁に詳述)。但し、米国公文

書館から移管された先のアメリカ大学凶書館は不詳c 要調官。

(4) 2008 {j'. /1月、「東亜経済研究所J (アーカイプ)新設c 山口大学の積年の願望であった同文書館新

設のための建設資金は、民間]カミらの7引寸によって拠出された。その大半は、 ILJ 川宏氏(')~H、子、山口

経済同友会代表幹'Ji:・下松商工会議所会頭・山rrl石油(株)会長一徒11相父・故山 111苧太郎氏は山口両

商第 2期卒、街l尊父・山間託撫氏は同 22期λ山I1大学は斯かる篤志111mを忘れることはできないc

(5) 過去に所載資料に I1i Jする多くの研究実相が残されている(学術雑誌『東亜経済研究~ [1917年右IJflJl

参照)。それを踏まえて、今 rlの存在がある。閃みに、周知!の通り、戦前一三豊中期ハ主二乙経済

研究所は東アジアにおける il弓際rt1核研究拠点」であったし

(引 所蔵削川 用刻:tt:唐彦野釘の席上、衰弱子葉虜:山本Il青立教J乏(農学部)軒、 f帝i五111本の気象観樹ネッ

トワーク 満洲・関東州、IJl [単行本] (2011年 1Ji)、及び、 l，iJ著『満洲の農業試験研究Jl(2013年)，、

故先端iの時間学・気象学的視点ヵ、らの1I1本教授の満州研究は、続編図書の刊行を予定。

{準備状況】

(1)過去 30年の準備状況:経済学部は、過去 301rにばって、東証経済研究所の所蔵資料の把握と所

蔵体制の整備に取り組んできた。ト.述び〕通りの準備状況である。今後、このアーカイブそれt'J体は、

東アジア地域における近代経済史・産業史・企業史明究のための「同際中核研究拠点Jに前進させ

る基礎準嶺を終えてし、る。

(2) 条件整備へ向けた準備状況・過去の取制は、このアーカイブを「国際qJ1亥研究拠点」にシフトさせ

るための、一つの準備プロセスでもあったc 即ち、どのような条件が整備される必要があるかが明

らカミとなるプロザセスであった。 これもまた、 A つの準備状況である。

①アメリカ軍押収資料とその後の資料移管先を調査する必要があること、

②終戦|山後の押収IliJ避に起!大|した所在不明資料を調査する必要があること、

③東アジアにおける近代経済史・産業史・企業史資料について、中[斗・韓国・台湾など、関係各

国資料所蔵機関との国際連携協定を締結し、 [L]I深データベース・ネットワークを構築寸る必要

があること J海外関傍アーカィ:7'、からの所蔵資料デジ究fレ化~・公開要費l字、リプIfI文学の戦略的)好機)、

④東ri長経済研究所所蔵文占のデジタノレ化と知財保護の制度化を図ること、

③関係各団資料19f議機関の所載資料のデジタノレ化実清を把挺し、デジタル資料・紙ベース資料に

ついて、国際データベース・ネットワークの実現可能形態を探ること。

(3) 所蔵書誌情報の公開状況:111 r~ 大学凶 5館 HP において、 IFlífjlj 山口 i白に商業学校f読書検索を開設し

ているし斯かる占古志需報の公開(土、ヱ:誌カード[出i像晴報とキーワード検索を公開しているにすぎ

ないc 稿料とくに韓国・中国・台湾・アメヲカの大学図書館・文書館・研究者からデジタル・デ

ータベース提携角道援への足首L安五ぎがあ P、斯かる国際的軒青からも、山口大γ:が所蔵する近代

経済主業史資料のデジタノレ・データベース作成と、完ff分野での「国際中核研究拠点」形成が、東

アジア地域における山口大'''j:の存ι)J合高めることに資するものである。

(4) r学術資産継承事業委員会Jによる東亜経済研究所所蔵閲書資料のデジタル化事業の実績と開

題:デジタル化事業が進められており、本プロジェクトの子備的実純である。しかし、問題もあ

る。也子ジヲル化年、主主ヒデジタル生資料公開ムは、個別に、慎重な取扱いを要ごするミ塾邑~金子ジ
タノレ化資料は、紙媒体と共に、 /!Jp大学りjヌU均資産j である。失n}叶ピンターによるブイノレター

処理と離島手助資産'il!JtJを1J うべきである。その )j針や、あり jプの見 I~f しが必要である。 (b)近代経
済産業資料の中に盤ム重量が含まれる場合の法的対応に関する制度設計が不十分である(例之は、

聖主都公文書宣伝士、明治期資料 J こ汗±れる{[占|人情芽iに対して、f，j定公開 ~1了わたいご訴訟問題を手む).
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1 2 研究プロジェクト支援経費終7時における研究成果巨標
【本研究プロジェクト終了後の成果発信方法，広報対象，研究広報の具体策も記入してください。】

【本研究プロジェクト終了後の成果発信方法}

(1) r山口大学・東アジア近代経済産業史研究センタ-J業務開始。 JSPSr研究拠点連携事業・アジ

ア・アフリカ学術基盤形成型j への忠募:本研究プロジェクト第 3年次目 (H28年度)、応募。不

採択の場合、 H29年度再応募。研究センター創設は鷺集会自立主最長強農民生成暴発質。

(2) 国際カンフアレンス開催:平成 28~29 年度、[東アジア地域における近代産業経済史文書館間際
ネットワーク構築に向けてJ、間際カンファレンス開催。終 f後も、研究センター創設記念冨際カ

ンファレンスを開催、創設後は定期的開催。中国・韓間・台湾等から能う限り多くの海外関係機

関代表を招鴨、~事業~O)~静ぷJ重要民主国内外ιおど三共有土る。
(3)研究成果論文の公表:研究プロジェクト・メンバ一、①rlj大メンバー斗所属機関誌:日本語・ rt1

国語論文、外国メンバーコ所属機関誌:英語・韓国語、②関係機関知特代表者、所属機関誌にお

ける本プロジェクト関連論文公表(招帯条件)。

(4)研究センター創設後東亜経済研究所J広報誌 ~East As i an Forum~ 等にプロジェクト経緯紹介

(日本語・英語・中国語・韓国語)。曹実主;ど;竺?三上「静里会開/ステムを介し、世界に発信。

【阜墾塾塾}世界における東アジア近代経済産業史研究機関・アーカイブ・凶書館、研究者、東アジ

ア・ビジネスに関心を寄せる世界注業界、行政機関、アーカイブ助成機関等r

【研究広報の異体策}①創設後、研究センター独自のネット情報公開システム構築、②国際カンファ

レンス、③国際共同研究の組織化。

1 3. (自己アピールする点)
[本研究プロジェクトが，特に優れていると思われる点について具体的に記入してください。}

【山口大学のチャンス}

(1) 竺27地域1.:おり~-r:山へq玄きf (J)Zえず三xクf存在力を高める好機逸土う庁、空:東アジアにおいて、 H年
代の趨勢は、日本企業に近代史の見lOしを迫っている c ドイツと対比しても、 ~'I n}j ドイツ企業は 1980年代後半

から大学研究者に安託して、戦中全業らとを洗い置し、浄化した I1本企業はそれを繰り延べてきた。山口大"1:[;:<1
書館及び東軍経済研究所アーカイブに眠る近代経済史・産業史・企業史資料の塵扶が物誌である。 E仁の先f.1U(こ学
んで、

(4)アジアのコンペティター-東アジア域内でベンチマークすべきは、韓国・中凶 -ff湾における近代経済産業史

資料遺庄のデジタノレ化と公開への積極的な取り組みである。それら各国では、斯かる大学経営資源を生かした戦

略優イけ仕打ち出してし、る c 山口大学の経営資源は 13tかである。。空~H1il空白り)， I~A整担担l'L~t匡埜里担Jだ
ゴ二オ:ヲニグノて-止生!空iHWfliJf~l 三事と共iミ、社会科学分野での歴史資料遺産(士、大学の勿均貯若j、経営資源であ
る。純計学の組織論や戦略論が教えるj虚り、「死財」はコストである c 価値を生まないご匡ro::ニ夜、ずは死蔵である〉

(5)好機逸すべからず・判長の裁判所による商船三井社運機船の芳:し押さえ (1936年、前身企業がlJIliJ企菜所合一船

舶をm駆けは政争余波に見えるが、近代産業史の遣事である。ジア主二三 :;~J酬の[~左成長車場によ来を拓こう
ッブ経営者がrUfるように、近代経済史・産業史・企業史問題と正直iから|討さ:fTう

:主土三五丸山口大学は、'l'¥t:的なアカデミック・スタンスで、アジア地域において、、li波問題;こ対寸る

点となりうる歴史遺産(経営資源)に恵まれている。アジアの{玉i際気運だけでなく、

事業戦略に鑑みても、好機であるυ 伊し、

【山口大学の総合力と力量】
(1)組織の則論が教えるiillり、国際競争では、担蟻韓合方を発揮できるか否かが、成Wx:を決定づける。 産業界は[i';Jよ

り、アカデミー界でも、首言を要しない事である。;1記事業は、 Sec、tiomll interest 日を組織戦略に収数させて組織

総合力を発禅するときに、大学戦略の Breakthroughとなるような性格を持つ、大学レベル事業である。

(2)玄三主任tY4金竪豆豊里吉担主主三ふ全主主，日開量的資醇よ1>112宣車全員fj長 oζき、山 υ大学が保有する優れた来日
ンターJに生かすべきであるけ
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(2) 始動と発進

プロジェクトは， IKickoff Conference 2014 -

東アジア近・現代史資料所蔵文書館の国際連携

ネットワークの構築jの開催を目指して，予算交

付を受けた2014年7月末から始動した。メンバー

は，スピーカーやチェアを招持する活動，プログ

ラム作成，報告集の事前準備，会場準備など，山

積する数多く準備作業に粉骨砕身して当った。そ

れについては，すでに「はしがき」において紹介

したり全メンバーや大学職員や学生諸君の献身的

な貢献によって， 2014:年12月9日(日)，カンファ

レンスを実現することができた。プロジェクトへ

のメンバーや大学職員の熱意と問題意識は， 1開

催趣意書」の中に 次のような 3つのキーワード

を掲げて，主意表明されている。

「歴史を未来に生かすJ

「異分野連携J

「新しい学問分野の開拓」

121世紀初頭の今臼，グローパル化の進展，博

報通信技術(Informationand Communication Tech-

nolo邸入 ICT)やデジタル技術 (Digitaltechnology) 

の急速な発展に伴って，近・現代史の研究も， 2 

つの意味において，根震から見直しを迫られてい

る。一つは，歴史資料のデジタル化の進展と，各

国アーカイブ間の居際パートナーシップによる相

互利用の新しいあり方を開拓することである。も

う一つは， 20世紀までに発展してきた学問カテゴ

リーに縛られない，ディシプリンを越えた国際的

な連携研究による，新しい学問分野の開拓であ

る。東アジアにも，国際的な地域連携研究の新し

い時代が到来している。」

「本キックオフ・カンファレンスの日的は，東

アジア近・現代史資料所蔵アーカイブの国際連携

ネットワークの形成と，広域歴史情報を活用する

国際連携地域研究の実現可能性について，検討

することである。東アジアモンスーン域という

広域空間軸ι近・現代という時間軸を織り込

んで，幅広い異分野の国際連携により， 1汎東ア

ジア近・現代史Jを捉える新領域(広域歴史情

報を利用した異分野国際連携地域研究)への研

究革新を実現する新機軸への提案を期待するも

のである。しかし このカンファレンスを通じ

て，主催者が参加者に期待する成果は，次の問題

に対する解決策への提案で、ある。すなわち，学術

の国際的なパートナーシップや新しい学問分野

の開拓を支えるアーカイブの財務基盤を， どの

ような方法によって 確かなものにするのか?J 

(Building of Internαtionαl Cヲbげ Coo争げαtion

bet初 eenArchives Possessing Modeγn-Eαst 

Asiαれ HistoγkαlRε仁ords:Repoγt of Kickoff 

Conference 2014"， edited by Sumiaki Furukawa， 

New Pump-Priming of Yamaguchi University 

(ISBN9784990825706) に「趣意書」を収録，参

照のこと)0 

プロジェクトの後半事業の成果についても，す

でに「はしがきjにおいて 述べたとおりである c

残念ながら，平成27年度の申請は，山口大学「新

呼び、水プロジェクト(研究拠点形成型)Jの採択

の栄には浴せなかった。それゆえに，本プロジェ

クトの歩みは.一時的に停止しているが，その歩

みを止めたわけではない。

(3) 一時停止

上記の国際カンファレンスを呼掛けた理由は，

今日，歴史学・気象学・工学などの分野を超えて，

東アジアの多くの学者が [今こそ東アジアの歴

史問題， とくに西日本に集中的に残る歴史資料の

保全と国際連携による互恵的活用が必要だ」とす
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る熱き忠いが振っているところにある。その背景

には. もう一つの理由が働いている。資料紙質の

経年劣化による朽損が進み， 日本，延いては東ア

ジアの貴重な樫史資料遺産が夫われるという学者

の焦燥感があることである。承知の通り，中国・

台湾・韓国においては，近現代史にl浪らず，国家

が歴史資料の整理とデジタル化を，国策として，

強力に推進している c 管凡では.東アジア各国に

は，軍事防衛ラインの他に丈政的防衛ラインJ

を設けているi刻家戦略が存在するのではなしづ、と

の観測をもつのは!号、察だけであろうかつ東アジア

各国では，歴史資料の徹底アーカイプ化とデジタ

ル化に対する国家戦略と強力な丈政政策が成果を

上げているように思われる c それに対して， 日本

では， I丈政的防衛ラインJ戦略といった戦略構

想が国家戦略において欠落しているのではないか

との危疑を否定できないように思われる c

折しも，東アジアの近現代史に対する認識共有

の問題が政治問題となっている中，国内外から集

まったカンファレンス参加者A は，東アジア各国や

アメリカ合衆国のアジア!が史資料所蔵機関が束ア

ジアの歴史資料遺産の保全と国際的な互恵的手Ij)lJ 

について話し介い，国詰協力・連携体;lilJの構築に

向けて，未来志向的な学術的対話・交流を国際的

に推し進めるべきだ との認識を共イfしたc この

認識は，近年，種々のフォーラムや報道，学術研

究などに鑑みても. 日本IKJ内は同より，広く汎ア

ジアにおいて司政治リーダーだけでなく，様々な

知識人の間で，共有-されているといえるように忠

われる。未来志向的な交流の拡大が必要不可欠だ

と認識する知識人の「平和と安定」希求意識が働

いているからであろう c

戦後，事あるごとに日独は比較されてきたc ド

イツは，なぜ\腔史問題で i玉11;fJ-~政治の ìl問中に巻き

込まれでも，出 [Jを見出してきたのであろうかり

承知の通り， 1980年代から多くのドイツ企業が戦

中期の強制労働史を学者に委託研究させて，過去

を白日の下に晒し 賠償にも応じてきた。例え

ば， 1980年代から90年代にかけて，大子自動車

メーカー， V olkswagen株式会社やダイムラー・

ベンツ株式会社などが 近年ではAUDI社が戦

中期強制労働について学者に実態研究を委託し，

成果が刊行されている口ドイツ人は戦後， 白国の

歴史と常に向き合って来た Eむという経済共同

体の中で共栄を[叫る国家戦略を選んだことが理由

であるのかもしれないニ

戦後日本も. ODA等の巨費によりアジア関係

各国の復興を支援してきた口そうした日本の戦後

ODA投資実績については. rl守/Jミを嫌う 11本人の

民族性に起因するからか.余りにも国内外で知ら

れていないようにも忠われるけ 11 本は • J.ムーくアジ

ア諸同において汁本の歴史に学んで自民jの未来を

切り開こうとしてきた諸国を支援し当該諸同の

学生や若手研究者や産業人を育てることに貢献し

て来た二そうしたアジア諸国の中には，明治以来

の日本の発展史や，戦後日本の貢献を， 11本モデ

ルとして研究し，キャッチアップの昌標としてき

た国も少なくない〉

惜しむらくは，アジア全域を対象にして，近現

代歴史資料を蒐集・管理・新規発掘する事業シス

テムの構築という現代的な喫緊の課題において日

本が主導力を発揮しようとする国家戦略がH本の

昌政に欠如することである

当該分野では Ij l[jqや韓IEIや台湾の{走路を拝す

るかもしれない I}耳目本地域には.東アジアの近

現代世史資料遺産が存在するが，その国家戦略的

価値が認識されているとは思えなしL またアジア

歴史資料の蒐集とデジタル化についても，東アジ

アのJtぞ史とはi事政学的に距離のある関東にー核集

中の観がある口両日本にはアジア歴史文化交流セ
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ンター(語呂本分館)が設けられるのが，地政学

的にも自然であり，隣接する韓国・中国・台湾・

アセアン諸国から日常的に一般市民やビジネスマ

ンや，研究者・学生が往来交流している実情から

も，必須かと思われる口また酉 E本地域の国際化

と活性化には，過去の歴史に鑑みても，西日本の

地方大学や自治体公文書館などが連携して， [主i際

的に積極的な役割を果たし 東アジアにおいて輯

然として時代の地子線を超越したる存在であるべ

き理由が存在すると思われる。

行政機関の地方移転が推進されるなか，国立公

文書館の「西日本分館」新設も，東アジアでの丈

化学術交流を推進するという観点からも，一考に

値するように思われる。東日本や北海道が北方文

化圏において国際交流を深めているように，西日

本にあっては東アジア地域において経済・文化面

の関係を深めており 領土問題の高まる政治的緊

張を相殺するという意味でも 東アジア歴史資料

に関する文化・学術的交流は平和共存の追を

歩む一つの好機かともいえる。草葬の者が提唱す

る患、論は，甚だ烏i許の沙汰とも思えるが，これも

「長ナトIJに起居する者の気質だと笑覧に付しても

らっても，これまた 冥加に余ることである。

あとがき

本プロジェクトの構想、は，山日大学東亜経済研

究所及び付属図書舘の所蔵歴史資料(大学の戦略

的経営資源)をベースに 「山口大学・東アジア

近代経済産業史研究センターJを創設し東アジ

アにおける近代経済産業史アーカイブ国際連携

ネットワークの中核研究拠点の地位を確立すると

いった展望に根差していたり

地方国立大学は，今，国際的な競争戦略を問わ

れている。戦後ゼジネス人材を輩出して産業界に

頁献してきた。しかし， 21世紀の今日，地方国立

大学は，教育研究の国時競争の中で 20世紀に与

えられていたその存在意義を失っている。日本企

業のグローパルピジネスは大学教育体制の!日態か

ら排出する人材を求めない。大学排出のビジネス

人材は，アジア全体を見ても，各国大学が排出す

る人材の間で職をめぐる国際競争によって選ばれ

る。国際的人材採用制定を設けない企業は，国際

競争の敗者となりかねないからである。国家的運

営費交付金を受け取る地方国立大学は，財政逼迫

の中，交付金の受給資格を問われて然るべきであ

る。そうした地方国立大学の存亡への危機意識か

らも，本プロジェクトは，大学の遺産価値を生か

して，国際的に地方大学の存在力を示せる機会を

見出そうとした一つの取り組みであった。

かかる放胆な戦略構想にもとづいて，本プロ

ジェクトは，山口大学全学から組織的・人的資源

を結集し，タスクブオースを結成した。あわよ

くば， 3年次に， JSPS I研究拠点連携事業・アジ

ア・アフリカ学術基盤形成型Jに応募し山口大

学をこの領域の束アジア同際中核研究拠点(先進

竪史科学イノベーション研究センター)に発展さ

せることに脈を繋ぐことができるのでは， と期待

した。人は，望まなければ，意志)Jを発揮できな

い。地一方大学の国際競争を意識している学者同僚

がかかる認識を共有して.構想実現に夢を見た。

山口大学が継承してきた東アジア歴史資料遺産

の価値を重視して， I研究推進核」の形成を目指

すこととなった。根拠はある。

第一に，先端自然科学と歴史学の融合である。

例えば.旧高商時代に蒐集された膨大な資料を時

間学・環境学で活用することである。先端気象学

とj請けト|気象研究では，山本晴彦教授(農学部)が

世界をリードする。山口大学は，明治・大11L-昭

和戦中期まで，その前身(特に!日制山口高等商業

学校)時代に， 日本と朝鮮半島・中国大陸との歴
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史的な関係に深く結び付いた国際中核研究・教育

拠点の一つであったι それゆえに，戦前の東アジ

ア産業経済・企業活動に関わる，他に類例を見な

いような資料 (LU[]大学の知的資産=経営資源)

が収集され，戦後も継承されてきた。残念なが

ら，終戦直後，アメリカ軍が一部押収したが，返

還されていない。押収資料や押収回避・所在不明

資料を除いて，今日，山口大学付属図書館と東亜

経済研究所に所蔵されているじそうした史実もま

た，研究の一つの課題となるく〉

第二に中韓台経済の急成長を背景に，近代東

アジア地域の経済・産業・企業活動の歴史を関係

諸国間の国緊連携の形で再検証しようとする国捺

気通が高まっている。第三に 山口大学は保有遺

産の歴史性に鑑みても この分野で先進的な国際

中核研究拠点として，主導的役割を国外から求め

られており，その大学としての力量を問われてい

る。

本プロジェクトは， I国捺連携」という点では，

束アジアの近代経済産業史資料を保有する関係国

アーカイブ間の国際連携を呼び掛けて， .L記の近

代経済産業史資料データベース国際連携ネット

ワークを構築することを日標に掲げた。

第一に，アジア地域， とりわけ日本，韓自， rt' 

国，台湾，東南アジア諸国の関係アーカイプとの

国際連携を構築することであるの第二にアメリ

カ合衆国公文書館及び大学文書館連携(戦後米軍

押収資料・押収資料移転先の追跡調査)である。

ーに，押収回避資料-所在不明資料調査である。

第四に，国立公文書館アジア歴史資料センター・

戦前3大経済研究所(現ーツ捨大・神戸大学・山

大東亜経済研究所)との連携である。第五に， ド

イツ公文書館等などの先進的文書館との連携であ

る(ドイツは80年代に戦中期企業史研究着手)。

山口大学の当該取り組みを推進しようとする場

合，学内では，組織構成として，学内専門家の総

力を結集したタスクフォースを結成することが肝

要である。学内の歴史学・書誌情報学.IT . 

人材， I LJ大図書館・産学公連携センター・知的財

産七ンター.URA'メディアi基盤センターの協

力が不可欠である c 東研所蔵資料目録編集に従事

した元教職員各l名(定年退職)を招轄すること

も必要である。国際的には，山u大学の歴史資料

に強い関心をもっハーバード大図書館-スタン

フォード大，韓国大学との協力関係を構築するこ

とが重要であるご

以上にもまして重要な点が存在する。すなわ

ち，両日本に残る東アジア近現代史資料遺産を所

載する大学や公立・在、 \'f~ 文書館との連携関係の形

成である口西日本において当該資料を所蔵する機

関が個々の価値観に出執することなく.連携し

て，総力を挙げて，アジア歴史資料遺産を保全し

ようとする，アジア人の叡智を結集することが望

まれる。
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山口経済専門学校における連合国軍総司令部による図書の没収

本報告書を刊行するに当り，古川|教授から「東

亜経済研究所の歴史から見た未来」とし寸論題で

執筆を要請された。しかし退職後10年余を経た

今，この間の大学の急速な変化を見据えた研究所

の未来像を描くことはとうていできない。また，

研究所の歴史に関してはすでに多くの方が論じら

れている。山口大学東軍経済学会の機関誌「東亜

経済研究J第67巻第2号 新・東亜経済研究所開

設記念号 (2009年:月)には下記の論文が掲載さ

れている。

大林洋五:山口大学経済学部東亜経済研究所

の図書・資料と私

予春志:1東亜経済研究Jの一断章一大正

から昭和初期の「東亜」の構想-

木部和昭:山口高等商業学校の東アジア教育・

研究と東亜経済研究所

以上から，要請されたテーマではないが，本フo

Eジェクトの課題のひとつに加えられている「東

亜経済研究所所蔵資料の終戦直後消失資料に関す

る調査・研究」に関わる在職qlに行った調査「連

合国軍による図書の没収Jについて報告すること

とした。

1 .連合国軍による宣伝用出版物没収命令

1946年3月17日，連合国軍最高司令官(マツ

カーサー)は日本政府に対して，宣伝用出版物を

蒐集するよう命令した。この命令(覚書)は「官

報J第5916号(昭和21年10月2日)に掲載されて

いる口

大庭平四郎

Heishiγou OOBA 

0官庁事項

昭和二十一年勅令第三百十一号に関する件(八n二

十三日本欄参照)

覚書:宛先

経由

発信者

件名

昭和二十一年三月十七日

日本政府

終戦連絡中央事務局

連合国最高司令官

宣伝用出版物の没収に関する件

- 1-3本政府は次に列挙せられる宣伝用刊行物を多量

に保有する倉庫，書出，書籍取扱庖，出版会社，配

給会社及び総ての商業施設又は日本政府諸官庁等一

切の偶人以外の筋より次の出版物を蒐集することを

命令せられる。(朝日新開発行 f戦争と建設j ~f;'; 10 

点，省略)

一 右各出版物は蒐集せられた一卜A 中央の倉庫に保管せ

られること，此等出版物をパルプに再製する為の処

置に関しては迫て本司令部より指示せられる。

三本年三月三十一自を初として毎月十 hO及末 1I定

期報行を連合軍[最高司令部に提出すること，七報告

には次の各事項を含むものとする。 (5項司・省略)

四.個人の家庭;えは凶書館に於ける個々の出版物は本

指令の措置より除外される。

この「覚書J は追加第46'~・ (1948年4月 15 日)

まで発せられ. 7.778点の没収を命じている (1官

報」第5916号 (1946.l0.2)~第6633号 (1949.2.24)

に掲載)。各号ごとの掲載点数は下表の通りであ

る。
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表 1 r覚書j発信日と掲載点数

[弓 HH 点数 [ol 百付 点数 i可 日fす 点数。21.03.17 10 16 22.01.17 60 32 22.09.15 540 
1 03.27 6 17 02.03 24 33 10.01 515 
2 04.15 I 16 18 02.15 31 34 10.15 450 
3 04.30 26 19 03.01 58 35 11.01 560 
4 05.17 14 20 03.17 28 36 11.15 605 
J 05.31 11 21 04.01 39 37 12.01 550 
6 06.10 11 22 04.17 56 38 12.15 500 
7 07.01 5 23 05.01 50 39 23.01.01 550 
8 07.31 17 24 05.15 50 40 01.15 550 
9 08.15 38 25 06.02 60 41 02.01 550 
10 08.31 14 26 06.16 29 42 02.15 500 
11 10.02 17 27 07.01 61 43 03.01 240 
12 10.31 12 28 07.15 50 44 03.15 80 
13 12.02 41 29 08.01 39 45 0044.015 1 

7.7制6014 12.17 20 30 08.15 88 46 
15 12.31 27 31 09.02 500 計

すを指定しない雑誌も含まれている ο また，重複掲載と思われるものも何点か見られる

追加第11号のうち13点は来譜である

文部省社会教育局が作成した「連合国軍総司令

部から没収を命ぜられた宣伝用刊行物総日録」の

まへがきには Ir宣伝用刊行物の没収j とは，昭

和二十一年三月十七司間連合軍総司令官の覚書に

よって指令されたもので，雨後，追加覚書は四十

六回に及び七千七百余の戦前および戦時中の刊行

物が没収を指令されている口いま，この七千七百

余種の刊行物を速かに没収するための便を計って

を編集発行した次第であるJ と記されてい

る o

この総日録刊行に合わせて発したと思われる文

部事務次官通達「発社174-号J(1948年6月22日)

には，各都道!有県における没収事務の責任者は知

事とする，没収事務の執行は〔担当者を〕知事が

厳選して任命又は委嘱，直長関係のない第三者に

知らせてはならない等と記述されている三 o

1) ~連合国軍総司令部指令没収指定図書総自録j 1頁

2. 没収された図書への調査の動機

山口大学経済学部では「終戦後多くの資料が進

駐軍に没収されたJIそれらの図書はアメリカに

持ち帰られて議会図書館や各大学に分散して所蔵

されているJIその後一部が返却されたJI大部分

が戻ってきたj等と語り継がれている。在職中，

筆者も何人かの方からそのように聞かされた。い

ずれも抽象的で没収された図書に関する詳細なこ

とは語られていないc

その後，山口経済専門学校(以後 f山口経専J

と略す)の戦後議書処理について記述したいくつ

かの著書に接する機会を得た 3。

これらの著書に加えて，下記の事業を通して得

た資料が調査への足を踏み出させた。

1. r山口大学経済学部東亜経済研究所東亜関係

蔵書目録jの作成 4

2) I総百録は没収官にのみ配布され 後に回収されたようで.その姥存数は非常に少ないJ(同上「没収指定図書総目録に

ついてJ)。
3) <参考文献・資料>参照

4) 1981年3月末現在. 111口大学経済学部編集・発行， 下記5分冊で刊行された j

『和漢書分類の部j (1988年3月 1331頁)， ~和漢書書名索引の部j (1989年3月 850頁)， ~和漢書著者名索引の部j (1990 
年3月 896頁)， ri羊書の音!日 (1989年3月 324貞)及び『中国語護青)11貢索引之部j(2002年3，j 757頁)
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l司H録の原稿作成に関わって目録カードと現物

との出合を行った。この作業を行うなかで

用出版物没収指令第O号」と押印された目録カー

ドを [1にした。

r，lJ IJ大学.>i‘年史j附属同書館前史の項には

「同校の図書出納簿の錆考檎に「山口軍政部没収

(没収指令該当書)1948年(昭和23年)10月15日

山口県社会教育課へ渡済J.i没技宣伝e用刊行物追

加第O号該当書 (1946年(昭和21年)9月11[1文

部省に送付)Jと2様に朱記された図書が多数あっ

た。」と記述されている該当する図書の目録

カードと図書出納簿との照合は行っていないがお

そらく一致するであろう。

「図書とともに目録カードも廃棄処分したJと

いう記述わ l もある。この措置は没収指令が出され

る前に自発的処分をした図書:に対して行われたと

考えられる口

2. LJJ口高等部業学校時代の「残存文書類の謂査J

，II[ 1大学経済学部創立90周年 (1995年)記念事

業委員会から，山口高等高業学校(以後 iLlJ L J高

商」と略す)時代の残存文書頬の調査を依頼され

た。経済学部及び(1討属)凶書館7 に保管(大部

分は保管というより放置)されている書類を探し

出して「山口高等商業学校関係残存文書百

として，山LJ経専以前の文書(文書以外の史資

料，刊行物，物品等を含む)をまとめた。

この業務を行う過杭で IL! fJ経専及び山口大学

F付属i司書館経済学部分館が廃棄や没収に関わって

5) IliJ汗 1287t'!

1945~ 1953年にかけて作成した10余点の綴りを昆

出すことができたへそのうちの5冊が没収され

た図書の返却に関するものであった。

3.没収に関わる 5つの簿冊

残存文書類の調査を通して見つけた没奴された

図書の返却に関わる簿冊は1947~1949にかけて作

成された下記の5冊である。

資料 1.返却希望図書目録(昭和221r3月30H

とメモ書きあり)

資料2. 軍政部返還図書中宣伝出版物没収指令

該当書目録(本校保管) 昭和24年3JJ

資料3 軍政部及県返還図書:rt1類似宣伝出版物

日録(本校保管) 昭和24年3月

資料4. C [11口〕県返還図書中宣伝出版物没収

指令該当書目録(県保管) 昭和24年3

月

資料 5. 山11軍政部返却中廃棄図書 昭和24年

5月25日

(以後「資料1~5J と表示)

これらの文書名が示すように，連合国軍に没収

された凶書は「宣伝用出版物Jのみではないc i資

料3Jの類似宣伝出版物も『没収指定図書総白

には掲載されていない。

残存文書の調査業務を終えたfえ掲載されてい

る全冊について所蔵調査を行った。調査に取りか

かる時点では「資料2~5J は「資料lJに含まれ

6)米軍進駐に1、ドし、蔵書1[1の利敵及び見せざるを IIJとする図書如に関して県立lヌi書館と相談のすでに該勺図書少数を抽出し

てカード IJ録と共に処分する jj針を回答(I図書課11誌」昭和初年9JJl1H)

7 I II1I J大'1:の庁田地iベ(現在のキャンパス)へのがifT移転に{、1'.って. r，;Jキャンパス内の学部対書館分自i冷IJ度が!長止された

かつて，杭済学部分自白に所蔵されていた文書類も!蔵書とともに大部分が附属凶書館に移管されたの

8) 1168点を22項目に以分して収録 p 筆者退職投.学部内の模様替えにより文書庫が会議室に改装されたため，現在は山IJ 

大学問書館に移管されている

9)すべて千円:き戸え;円 1rは!異なるが内容がおなじもの. )(j'nノIや説明子;きが付されていないものもある。
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表2 r資料1~5J への掲載冊数・現物確認冊数・確認率 (2001.10.31 現在)

掲載冊数 現物確認 未確認 備 三Jチ

資料 1 1512冊 1453冊 59fl甘 洋書は33冊rt126冊を確認

資料2 764fHl- 742冊 22間
資料3 207tll} 198冊 9fl甘 洋書は7冊}rf16冊を確認

資料4 100fHt 34冊 661llt 実質的な調査冊数は40tH}
資料5 719冊 595罰 i 124日ft
合計 3302冊 3012冊 290t計

複数の資料に重複掲載された凶書があるため実数は3078冊となる(去3参照)

資料4のうち40tH}は1953"1'-に返却された。 60冊を調査の対象外とすれば.実際の未確認冊数は6冊，確認;率卒は8部5%となる c〉

資宇料i
を確認でで、きなカか、つた1ロ24引↑H叶fは!亮完棄されたと考考A えるのが支妥宇空2jでで、あろう O

る該当書を拍出したものと判断したが，それは誤

りであった。

科1Jへの掲載冊数は1，512冊， I資料2~5J

への合計掲載冊数は1，790冊， I資料1Jのうち「資

料2~5J に揚載されているのはわずか218冊で

あった。「資料2~4J に含まれる宣伝出版物及び

類似宣伝出版物没収指令に該当しない図書のすべ

てが廃棄されたとは考え難いが，該当書以外の返

却関書リストは見ていなし凡作成されなかったこ

ともあり得る。「資料5Jには没収指令図書とそれ

以外の図書が混在している。

い伝え通り約6，000冊が没収されたのであれ

ば，今回の調査対象冊数はそのほぼ半数でしかな

し，111，。

調査の結果「資料1Jに掲載されている図書は，

ほほ全冊が返却されていることが判明した口これ

らの図書は現在山口大学経済学部東亜経済研究所

及び山口大学図書館に所蔵されている。

4.謂査対象冊数は3，018冊

5つの資料に掲載されている閃書をまとめて書

名のアルファベット順に配列することから作業を

始めた。その後，請求記号や書名による目録カー

ドとの照合，最後に現物との照合を行った。簿冊

による記述の不統一，記述の不備， 目録カードの

廃棄，請求記号の不記入等々のため，予想以上に

時間と労力を要する作業となった。

各簿冊への掲載冊数と現物を確認できた冊数は

表Zの通りである。

表2から明らかなように返却を希望した図書の

大部分は返還されている。未i亙却は「資料1Jで

確認できなかった59冊以下となる 11 0 (資料2以下

は返却された凶書に対するもので，未確認のうち

124冊は廃棄凶書(掛iヌ1.国幅は未調査)であり，

残りの106冊は調査当時帯出中だったかまたは廃

棄処分されたと推測できる。借用書による調査は

行っていなしけ口

「資料4Jのうち未返却の60冊は山口県立山口図

書館が所蔵していると考えられる L?。

表3 謹数の資料に掲載されている冊数

資料番号 双方に掲載 後者のみ掲載

1と2 141冊 623冊
1と3 23冊 184t母
iと4 。冊 40f情
lと5 54Ht} (665冊〕
2と5 6f叶 659f叶

合計 224冊 1506冊

10)現物との照合を行う過程で I資料1~5J には掲載されていないが明らかに没収後返却されたと容易に推察できる特敵の

ある痛みをもっ国書が多く見られた。

11) I資料5Jのうち掛図とlヌJljJ話36点は未調査。掛凶・図幅類は没収されなかったものも含めて破損が激しい。

12)県立図書館の蔵書検索で60冊中28冊の同一斉名を確認した。しかし，すべてが元々県立図書館の蔵書であった。別量保

管されているのか，廃棄されたのか，または日Ijの場所に保管されているのか間し、合わせたがその場では明確な返答は得

られなかった。
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今回，調査の対象とした図書は資料の表題から

も明らかなように一旦「没収Jされた後で返を

求めたり，返却された図書である。資料2~4の

「宣伝出版物及び類似宣伝出版物没収指令該当図

リストは何らかの指示により作成されたと考

えられる 11JO

表 2と表 3から，調査の対象とした図書は

3，018冊 0，512冊+1.506冊)となる。資料1で返

却を希望した冊数の約2倍にふくらんだc

5.主題加に克た没収された図書

どのような図書が没収の対象とされたのかが，

没収の話を最初に開いたときから「宣伝用出抜物

の没収に関する件J及び『没収指定図書総日録』

の存在を知るまでの大きな関心事であった。

調査は，没収された図書約6，000冊の正確な冊

数と書名を把握しどのような図書が対象とされ

たのかを把握することを目的に始めた140

この目的は，連合国最高下司令官が発信した

伝用出版物の没収に関する件」で取り上げられた

表4 没収された図書の主題別比率

門 主題。本校関係・ 111 口~.関係・総記

1 :ji教・哲学・教育

2 文学・語学・美術・諸芸

3 肢史・伝記・地理・風俗

4 ま宅学・医学・工学

5 政業・統計・家政

6 商業・交通・海事・通信

8 7 
経済・財政・社会

政治・法律

9 支那・満蒙・南洋関係

書名リストとの照合で可能だと考えたが，返還を

希望した図書には宣伝用出版物該25書以外の凶書

も多く含まれていた。

内容やキーワード等による分析を行うことが必

要だが，ここでは『山口高等高業学校図書分類表

(和漢書之部)j 15i にしたがって主題別点数による

比較を試みた。(表 4)

『山仁l大学三十年史』には「これらの [1945年

度から 1950年度に礎棄・没収・亡失・除籍され

た〕図書のなかには，南洋庁，樺太庁，関東都督

府，朝鮮及び台湾総督昨などの官庁統計書や年

表， 1936~ 1944年(昭和II~ 19) 聞の朝日新聞縮

刷版，その{岳地図類が多数含まれていたJlη と記

されている。

1) rLlJ [J高等商業学校図書分類表jは， 0~8門

は主題区分に， 9門を f支那・満蒙.1主洋関係J

としてアジア関係の資料(ただし当時の事情

から樺太，朝鮮，台湾に関する図書は各主題の

もとに分類されている)をここに集めている c

比率① 比率② 比率③

7.3 12.8 20.5 

8.2 14.4 1.3 

1.0 1.8 1.3 

1.6 2.8 8.6 

0.1 0.2 1.9 

0.5 0.8 6.3 

13.9 24.4 19.9 

10.3 18.0 17.2 

14.1 24.7 23.0 

42.9 

比率。〉は9門をi除いた冊数による百分比
比率③は 9門を各主題に加えた百分比

13) r没収指定盟書総!j録Jが発行された後に謂査官からの指示または自発的に調査，作成したとも考えられるが「類似買伝

物jの指定は何時どのように決められたのかは未調査である。

14)今副の調査は没収[ヌl書に限定して行ったが，最終的には焼却処分等 I~ì 発的処分」を含めた戦後蔵書処理の全体像を把

握したいと考えている。

15)昭和 9年3月から暫定案として罰則 L，同年lOJJ付けで間・子体として刊行。凡例には「・・¥シカシ本校ノ性質上。

一般ノ毘書館ノモノトノ、全ク異ナル排列)11員序トシ.又特殊語ナドモ耳jイタ jとし寸記述がみられる。

16)同書1287頁
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日前韓〔支〕経営を担う人材の養成という山

口高高創設 (1905年)の目的に合致させて蔵書

収集を行った特色が， [';(]書:分類表にも反映され

ている。

没収された同書の4割強が9門であることもう

なずける。これに朝鮮とf?湾を加えるとアジア

関係の没収図書は半数を超える 3

2) 0~8門を比率②によって比較すると， 6門と8

門で全体のほほ半数を r1jめる c 比平②③とも6

~8門が全体の6~7割を [1iめ没収対象とされた

主題への|司じ傾向がみられる。

3)全体の没収冊数が少ない主題で比率三;と③を

比較すると， 1， 3， 5門に大きな差が見られるり

4) 0門:叢書とi論文集が7割近くを占める c 本学:

関係は4分のHこ及び教官の著書-論文(抜闘を

合む)なども没収されている。

5) 1門:東洋哲学と国民道徳で5説を越え，教育

が3割を占める。皇国・弘道-国体・神道・国

民精神・日本精神を書名に含む ~l書は 160冊が

;支収されている。

6 )2~5門:比率②では4門を合計しでも全体の3%

をrtjめるに過ぎないこ比率主では3tH
]と5門が多

い。この分野では中国に関する図書:が比較的多

く没収されたり

7) 6門:産業組合関係が25<}uを占め，銀行・金融，

-保険(ともに14%弱)が続く口

8) 7F~J: 世界経済-貿易が約半数で圧倒的に多い。

9) 8iJf
] :外交-軍事-貿易が52%，政治が35%，

法律が13%。ナチス関係lズ|書は7門と81HJに比較

的多く含まれており 46冊が没収されていると

10) 9門:I満州IJI満蒙」から始まる の図書

がそれぞれ[没収指定以j書総自主剥掲載点数の

ほぼ2倍， I支那」で始まる書名の同書:はほぼ同

数が没収されている口

請求記号が付されていない凶書も没収されてい

るがここでは調査の対象から除外したむ大部分が

軍事関係の小冊 fである口

6. 未返却の図書は7冊のみ?

今InJ調査した範凶ではアメリカに残されている

可詑性のある凶書は，資料 1I返却希望凶書日

録」のうち確認できなかった59ftlt以下(県保管を

除く)となる。

出納簿には昭和21年度末に7冊が没収され

たと記されている。そのうちの4冊は書名が「凶

書課 EI

が確立でき

されている:ヘこの4冊は現物

リストにも掲載されていないの

返却されていない可能性が高い。

「約6，000冊を没収されたが大部分はその後返却

されたJとも弓われているつ今回の調査対象冊数

はほぼ半数で.そのうちの59iBtのみ返却の確認が

できなかった己この59冊については返却された可

能性も否定できないコ未返去IJは7冊のみというこ

とも考えられるが未調査が3，000時残っているこ

とや語り継がれているニュアンスから， もっと多

くのi司書が没収されたままアメリカに残されてい

ると与えたしh 大林洋五氏は Irアメリカ国会開

書館で・・・の Jドを見たが， ilJLJ高等|部業学校の

蔵書日iがあったぞJと報せてくれる人が舟人か現

17) I本校ノ卒業11:/、成ルヘク満特地}jノ実業ニ従事セシムル目的ヲ以テ教育スルコト)台、当時ノ趨勢ト本校ノ地瑚上ト

{衣リ定メラレタルモノナリ ω 1.1 I11 1 自由tiIJS!，t'当時ノ文部大臣久保fTld支l，lJl1令j要斤の一部) rllllJ高等藷業学校沿革iえJ
538H 

18) 追加第95-掲載 エ・エム・サハイ.武藤u 著 f印度J
来車研究所~;fflí r異民族の JE;那統治史J

追加l第11号掲載 松岡静雄手1 太干;羊民政斗

追加第16号掲載 現出真澄許~'JÉ~ と出と子IIJj立J
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れたY と記述している。

7. 敗戦直後の「自発的j廃棄処分

軍関係では終戦前日の8月14日に機密書類の焼

却命令を出した。その後 軍以外の政府や県・市

町村が同様の指示を行い，焼却対象資料は機密書

類だけでなく軍国的図書等へと拡大された口 1945

年12月31日付で連合国軍が「修身， 日本歴史及ピ

地理停止ニ関スル件J(覚書)を発し教師月j参

考書を含めて[ril収を命令した。このことがさらに

図書の処分を広げたという口

山口経専が行った「自主的J廃棄に関する主な

記録として，以下のものが残されている。

1. Cきl書騒棄伺 〔昭和20年9月〕 時局当面ノ処

理トシテ 152冊

1945年9月日日の「図書課日誌Jに「県立図書

館田中氏来諜，米軍進駐ニ伴ヒ蔵書中ノ利敵及見

七ザ、ルヲ可トスル図書:類ノ処理ニツキ相談アリ。

本校トシテハ既ニ該当図書少数ヲ抽出シテカード

自録ト共ニ処分スル方針ヲ回答スJ， 19日 f米軍

進駐ニ伴ヒ廃棄処分ニ附スル凶書ヲ抽出J，21日

「瑳棄図書何書類ヲ作成jと記されている。『日本

国宝全集j(84冊)が合まれている。

米軍は9月19日から21Bにかけて約700名が山口

に進駐した口

2. 魔棄図書明細昭和21年3月23日 地理・歴

史の教科書を中心とした45冊

上記 111多身， 日本歴史及ピ、地理停止ニ関スル

件」に伴う措置と思われる。没収されたのか白発

的に処分したのか不明。集計後l冊が追加されて

いる。

19) I東亜経済研究j第67巻第2号 (2009年1JJ) 22ft 

20) I rrlj口高商75年』の学窓物語花なき山の・・・」第37凶

3. 昭和25年度図書廃棄伺 昭和21年6月10日，

好ましからざる図書として焼却

「南進論の先駅者菅沼貞風」外1835点3080冊

4. 書類として残されてはいないが，当時の

館員の興味深い証言がある。

「たしか昭和21年に入ってからだと思うが，戦

争と関係のある本は危ないということで，まとめ

て会議室に置いておったのですりところが，見つ

けられて持って行かれてしまいました。そう，

千冊くらいはあったんじゃないですかむしかし，

後に戻ってきました。聞くところによりますと宝

泉寺にあった県の倉庫に入れられていたようです

よ。雨漏りのせいか 傷んだ本がかなりありまし

たねJ"O

終戦後に行われた山LI経専図書館蔵書aの連合国

軍による没収及び自発的廃棄について，対象とさ

れた凶書と冊数を具体的に把握したいと思い， Ilj 

口大学経済学部創立90周年記念事業「残存文書類

調査」で得た文書類をもとに，昼休み時間を利用

して細々とした調査を数年間続けたむ全体を把握

できるだけの資料を見つけられなかったこともあ

り，期待した調査結果が得られないまま定年を迎

えた。退職後は足が遠のいて追跡調査は頓挫して

いる。

今回，当時まとめたものを見直し修正を加え

ながら原稿を作成した。この過程で当時は気づか

なかった調査の欠落部分が次々と浮かび、あがった

が，確認のための調査をしないまま何らかの参考

になればと，ためらいつつ投稿させていただい

た。
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山口経専図書課では，宣伝用出版物に関わって

以下の措置を行っている c

1. 掲示

追補第30号(昭和22年9月9日)までの「没収宣

伝刊行物日録J(掲示控)綴が残されている。こ

の綴りには昭和22年2月7日及び:10月27日付文部省

学校教育局長「省学一八号J(古公私立大学高等

専門学校長及び教員養成諸学校長宛)及び同年8

丹7日付「省学四五号J(官公私立大学高等専門学

校長宛)の写も綴られている。文書名はいずれも

「宣伝用刊行物の没収についてJである。本文は

下記の通り。

く2月7日付省学一八号>

このことについて連合軍最高司令部よりの指令

により本年一月二十二日以後の宣伝用刊行物没収

に関する指令は学校及び図書館には適用されない

こととなったからご了承されたい。

く8月7FI付省学四五号>

このことについては追加十七号以下は学校図書

館には適用されぬこととなったが(本年二月七日

附省学十八号通牒参照)其の後(追加ーヒ号~二

五号，二七号)の没収図書名を参考までに送付す

る。尚取扱については従前通り慎重を期せられた

1，， '0 

く10月17臼付省学一八号>

このことについて追加 i~七号以後は学校及び図

書館には適用されないこととなっている(別添本

年二月七自前省学一八号参黒)ので今後このこと

についての通達は中止する口

なほこのことについての覚書は官報に掲載され

るから今後は官報を参照の上適宜処置されたい。

2. 該当する官報綴り

宣伝用刊行物没収指令を搭載した官報をまと

め UJ口経専が所蔵する図書に印を付す。

3. 該当書の目録カードの別置

名カードを正規の排列場所から抜き取り，

カードボックスの末尾に別置 (2穴)

総冊数は1395冊(うち洋書l冊)。現物を確認で

きなかった凶書が相当数ある c

ヒ記 i2Jとの照合は行っていない。

<参考文献・資料>

① rlJ J口高等商業学校沿革史j(111円高等商業学校制・発

行 1940年)

② IIJ口経済専門学校 u司書課日誌」

③ rllJ口図ず:自白一五拾年略史 ([11村盛一若 山口県 ιLlJ口

図書館 1953年)

③ f花なき ILJの山かげの 山口大学経済f下部65年史，1 (作

道好男 江藤武人縮財界評論新社 1970年)

主 Ir山Ui¥'iii缶75年Jの学窓物語 花なき山の.. . J (1毎

日新開J1980之5~1981.10.16連載 327間)

*2005年. ，JJ口大学経済学部同窓会・鳳|場会が新たな

原稿を加えて『花なき山の・. . j という書名で刊

行したコ

在 rllJU大学三十年史 (UJ日大学三十年史編集委員会

編山rl大学 1982:fr.) 

or連合同市総司令部没収指定l渇書総目録 連合出軍総

司令部覚，lj=j (文部省社会教育局編 今日の話題社

1982年)

⑧ 『略奪した丈化戦争と図書~ (松本剛著 岩波香山

1993年)

⑨ 「官報J11司書館雑誌J1アジア経済資料月報j等の閑

連記事
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東亜経済研究所に所蔵されている満洲気象資料

1 .はじめに

山口大学経済学部の東亜経済研究所は，戦前よ

り東アジア研究の中心として数多くの成果を卜。げ

ており，戦前期における中国関連の貴重な資料を

所蔵している。また 研究所は経済学部の前身で

ある山口高商時代より一貫して，東アジアに関す

る教育研究を行ってきており 東アジア関係文献

の宝庫として，膨大な資料を収集・整理し， [~J 内

外に提供してきた。ここでは 東重経済研究所:が

所蔵する資料群から， r'満?1十|の気象資料jに焦点

を当て，所蔵資料の概要を紹介する。

2.南満洲鉄道株式会社の設立と農業試験

研究機関の開設

『満州、lの気象資料j を紹介するに前に， ここで

南講洲鉄道株式会社が設立された経緯について簡

に紹介する。 1905(明治37)年， 日露戦争に勝

利した日本は， ロシアから遼東半島(関東州)の

租借権の譲渡を受け，翌年の1906(明治38)年8

nに関東都督府を設量し， 1919 (大正8)年には

関東庁， 1934 (昭和9)年には関東局(新京)の

ド部機関として関東川、|庁(旅!II百)が設置された。

また，ロシアが管理する東清鉄道の長春以南(長

大連間，南満洲支線)の鉄道営業権の譲波を

受け，翠年の1906(明治38)年に南満州・|鉄道株式

会社を設立し 1907(明治39)年4月から営業運

行を間給している。ただし，南満?HI鉄道株式会社

(略称 満鉄)は，資本金2億円の内， 1億円は政

府の鉄道・炭坑などの現物で出資され，勅令によ

り設立された'f:'EE半民の特殊会社で、ある

山口大学大学院創成科学研究科山 本 晴 彦

Haruhiko YAMAMOTO 

この鉄道営業権には，鉄道の運行に留まらず，

沿線では絶対的かつ排他的な行政権を有する区域

の設定が認められる「鉄道附属地」の権利も合ま

れており，関東都督清から警察権以外の行政権は

満鉄に付与された。 満鉄に付与された鉄道的属地

は「満鉄附属地」と称され，総延長1，130kmの満

鉄沿線において面積は371krri(山手線内側の面積

65krriの6倍弱)で，炭鉱開発，製鉄業，港湾，農

林牧畜に加えて，ホテル，図書館，学校などのイ

ンフラ整備も行い，満州、i国が1932(大同元)年に

建国された後， 1937 (康徳4)年11月に治外法権

の撤廃により満洲匡iに委譲されるまでの30年間に

わたり，満鉄附属地の経営 さらには満洲経営の

中心的な役割を担った，)九このようにして，南

満洲鉄道株式会社は，総裁以下，総務部，管理

部，経理部，鉄道部，地方部，技術局，地方部署

として東京支社，奉天事務所 n合爾浜事務所，撫

!II夏炭鉱，鞍山製鉄所が開設されてお札巨大な組

織が築き上げられた

満鉄はこの満州I(以下 関東州を合む)におい

て農業振興を目的に，農業試験研究の充実にも力

を注いだ。 1909(明治42)年4月には満鉄の熊岳

城附属地内において， 11町5反歩の土地に番人小

屋，厩，農具室各l棟を建設して鉄道沿線の植樹

吊の樹木苗生産に着手し その傍らで、小規模に果

樹・疏菜・花子fおよび普通作物等の試作を開始し

たのが，満洲における農業試験研究のはじまりで

ある。満?1+1における農業試験研究の変遷を見るた

め，表lに満計十|における満鉄による農業試験研究

機関の開設状況を示した~満鉄の熊岳域附属地
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内での試作は. 1912 (大正元)年までに面積も27

町6反に拡充され，牧草，水稲，桑等の試験内容

の充実も図られたし"01913(大正2)年4月には，

奉天省懐徳黒公主嶺にある満鉄の前属地内(北緯

43度30分，東経124度48分.海抜203m) に産業試

験場本場が設量された公主嶺に本場が開設

されたことにより 熊岳城は産業試験場分場と

なり，さらに業務の拡充により園芸科.種芸科.

養蚕科，林産科，病理昆虫科が分場に設けられ

た工o 開設当時の用地は僅か約35町歩にして建

物は露治時代のものに一部改造をなしたるに過ぎ

ざりしが年々事業の拡張に伴い開設以前より地方

在住者に貸付けたる土地は之を漸次に回収して必

要に応じ各種建物の増設をなし現況に達せり」と

『南満洲鉄道株式会社第二次十年史(下巻)1 BJに

記されており，開設初期は試験研究用の建造物や

実験施設がきわめて不十分な状況であったことが

伺え る ヘ な お ， 大正7(1918)年には，産業試

験場は農事試験場へと改称されている c

業務内容は，公主嶺本場においては種芸・農産

製造・畜産に関する試験・調査，種苗・期苗の育

成および配布，見習生の養成， -畜産の指導

および講話，気象観測:日 熊岳城分場においては

果樹・疏菜・養蚕に関する試験・調査，種苗・樹

苗の育成および配布主要作物の耕種肥培試験や新

作物・欝撞の適否試験，在来農業経営j去に関する

試験，見習生の養成，農事指導および講話，気象

観溺フとなっている c このように農業試験研

究機関における業務内容の一ーっとして「気象観

i~IJJ の項目があり，農業試験研究の傍らで気象観

測業務が開始された。また，公主嶺本場や熊岳城

分場以外にな小規模に果樹・疏菜・花子午および

普通作物等の試作を行う試作場，アルカリ土壌の

試験を行う試験場 農事試験場で育成された新し

い品種の種子を増殖させる原種圃等が順次開設さ

れ，これらの施設でも気象観測業務が開始され

たり 満鉄~1t属地の経営は地万部が担当しており，

主要な附属地(奉天・恰爾浜)には地方事務所が

設けられていたc なお，南満?HI鉄道株式会社が開

設した農事試験場などの農業試験研究機関も満鉄

附属地内に整備されており，地方部(組織変更に

より，興農部，殖産部，地方部，産業部と名称変

更)の所管となっていた
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3. 東E経済研究所が所蔵する満洲の気象

資料

1) r溝洲農業気象報告 r[10-12] 

ここで，東亜経済研究所が所蔵する満HHに関す

る気象資料を紹介するじまず，最初の『満i1+1農業

気象報告j([ヌJl(左上)):'，は，南j前i1十i鉄道株式

会社殖産部農務課が昭和J6(1931) if5}j 16日に発

行した最初の気象資料である。本書には「農業気

象観測の沿革jとして「会社(立大正二年農事試験

場として公主嶺産業試験場を創設するや農事試験

場並農事調査上之と密接不可分の関係を持つ農業

気象観測の必要を認め大正三年一月一Ll先つ産業

試験場熊岳城分場に於て之か観測を開始せるを陪

矢とし同四年一」月一司には公主嶺本場に於て之か

観iRIJに善手せり其後大正十二年当課か会社農務執

行機関として独立するに及ひ農事施設機関も漸次

奥地に対し伸長拡大せられたる結果批種気象観測

所も逐年増設を見るに主り大正十二年一月一日よ

りは挑南公所に於て同卜三年四月一 Hよりは開

原々種菌に於て同十四年[JL[丹一日よりは鳳風域煙

草試作場に於て昭和二年」月一日よりは斉々恰雨

公所に於て順次か観測を開始し来れるものなり J

と述べられており，農事試験場や農事調査のため

に必要な農業気象観測を順次開始したと記されて

いる c さらに， I昭和四年一月一日には黒山屯種

芋場，沙里種羊場，吉林公所敦化派出所，昭和六

月一日には恰爾漬事務所，奉天公所海龍派Ll¥

所で実施しつつあるjと記載されている c このよ

うな経緯から，公 Ì~嶺(南満什トi鉄道株式会社農事

試験場本場構内)，熊岳城(同社農事試験場熊岳

域分場構内人員~)家屯(同社試作場構内)， idt南

(同社公所構内)， I~百原(同社涼種圏構内)，鳳鼠

城(IriJ社煙草試作場構内) 舟々日合爾(同社公所

構内)の7ヶ所について.昭和4(1929) 年までの

気象観測記録が月佑で、記されており，平均値も示

されている(表2，熊岳域分場の一例)。気象要素

は表3に不したように気Eをはじめ32項 tlにも及

んでおり，観測所信i所所在…覧J乙観測筒所の写

真も掲載されている〕

図1 r満洲農業気象報告1[10-12J と f北満洲気象報告j[16J 

(山口大学経済学部附麗東亜経済研究所所蔵)
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褒2 r満洲農業気象報告j[10J (昭和6年5月16日発行)に掲載されている気象記録

(南満洲鉄道株式会社農事試験場熊岳域分場の一例)

ι策 聾
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暢t、最.日健高 i156町1d，ag16 6&Si i i日5h329 4 i4事iif き
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g 
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91776田66g90669t新7R d 4 21 U j 1 

1915 を 67.0， 53，3 

191& 69.4 67.3 524 .T 

叫

917 10.1 67.2 54.2 
192 18 71o8Si 714 aai 

52.7 

119219 0 
10.8 66.8 52.0 
品事.O! 73.2 53.1 

主費量 高 策 襲

1百15 76.4 61.3 
f8織1.6) 14. {起鎚}

1l111g9§99211E16 7 8 9 0 悦118 4 51 -

私最 量生 甑 量

1915 

日82g4 61 1 

4H 46.2 

1119'S§92 2221 6 7 8 44446a S1e1T 1J i 1 445570?14 312U : 1 

1919 
1920 41.5 46.5 

表3 『満洲農業気象報告j[10J (昭和6年5月16日発行)に掲載されている気象要素

気圧 1.気圧(氷点) 18.暴風日数

2.最高気圧(氷点) 19.鋒水量

3.最低気圧(氷点) 20.降水最大日量

気温 4.気温 21.降水日数

5.平均最高気温 22.降雪日数

6.平均最低気温 23.霧巨数

7.最高気温(極) 21.雲量

8.最低気温(極) 25.曇天日数

地温 9.地面瓶度 26.快晴 H数

10.地中温慶 (0.3m) 27.日照、時数(ヂヨルダン式)
11.地中温度(1935年) 28.日照時数(白ゐ分率)

水蒸気 13.水蒸気張力 29.不照日数

湿度 14.湿度 30.蒸発量

飽差 15.鎧長 31.天気日数

風速度 16.風速度 32.季節

風向 17.最多風向

(105) -29 
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3年後の昭和9(1934) 年3丹30日には， r産
資料第31号 満州|農業気象報告j (図1(右上)) 

が南満洲鉄道株式会社地万部農務課より発行さ

れ，凡例には「・昭和三年三月出版せる

次報告を改訂増補せるものなり Jと述べられてい

るつしかし，前述した気象資料は昭和6年5丹の発

行であり， 1昭和三年三月出版」とは一致しない。

11昭和三年三JJ出版」の円前洲農業気象報告』が

国内外で見いだせないこと 両者の記載形式が完

全に一致していることから.発行年月は誤記であ

るものと推察される。掲載されている気象要素は

昭和6年版と[IiJ様であり 昭和7(1932) 年まで

の3年間の観測記録が追加されている。さらに，

掲載されている観測所が，以前の7ヶ所から海龍

(農事試験場)，敦化(農事試作場)，黒山頭(種

平場)， ~合爾演(事務所)の4ヶ所が増えて 11 ヶ所

に拡大されており，観灘所信所所在一覧表も掲載

されている。また，附録として，満鉄観測所以外

の満iH卜関東ナ卜1，朝鮮 介湾， 日本の観測所も合

め，主な気象要素の月平均・年平均値が記載され

ており，東アジア地域の気象を比較できるように

なっている。

さらに2年続の昭和11 (1936) 年5)]30臼には，

産業資料第35披『第三次満洲農業気象報告:j (昭

和10年)! 121 (凶1(左下))が発行されている。表4

は.本資料に掲載されている甫満州主夫道株式会社

が開設した気象観測所のi記載に基づき，関東観測

所が刊行している昭和91ドf満洲気象報告も

参考に，その状況をまとめたものである c また，

Iヌ12は満鉄による農業施設機関の配置凶(南満州!

鉄道株式会社農事試験場要覧(昭和13年3月)よ

り転 載 し 表4の番号・制;WJ箇所名を加筆)を示

した。 n前洲農業気象報 1(! と同様に，農事試

験場‘の開設に伴い，熊岳域分場(写真1)7 (大正

3年)，公主嶺農事試験場本場(写真2)ιj・鳳風城

煙草試作場(大lE4年)での気象観測業が開始さ

れ，大正6年には鄭家屯事務所(鄭家屯試作場構

内，写真3)11にでも開設されたことが記されてい

る。大正期の後半には， ~~t南農事試作場(大正12

年)，開原原種岡(大正13年)でも気象観測が開

始され，計6ヶ所にまで、拡大している c HZ和期に

入札芹々恰爾事務所(写真4) (昭和3年)，敦化

農事試作場・林西種羊場(黒山屯種羊場より変更)

(昭和4年)1ヘ海龍農事試作場・口合調浸事務所(昭

和5年)と相次いで観測業務が開始され，昭和8年

に恰~I:Jì賓事務所海倫派出所 昭和10年の遼l湯棉花

試験地をもって.討13ヶ所まで拡大が図られてい

ることがわかる。本書にも昭和9年版と IrlJ様に比

較表が前録で掲載されているくう

上述した観測筒所の名称が. 1吉林公所敦化派

出所と敦化農事試作場J，1奉天公所海龍派IU所と

海龍農事試作場Jなど異なっているが，緯!支-経

度がIfiJじであるため 同一場所か隣接場所である

ものと推定される。ただし 「鄭家屯事務所」と

「鄭家屯試作場Jについては.報告資料により緯

度-経度が数秒，標高が数mずつ異なるため.誤

記と近傍への移設等の両者が考会えられるが，気象

統計の接続が変更されるまでの移設状況ではな

いと判断されるつまた，昭和4年から気象業務が

実施しつつあると i記載されている黒山屯種羊場

(43032'， 118043'. 標高は記載なし)は，昭和10

年の報;つでは緯度がl'異なる(約1.3km) 林西種

羊場 (43033'，118043'，標高690.00m) に移設

されているものと推察される c なお，この3冊の

「満iHI農業気象報は発行部数も多く，多くの

大学F付属関書館にも所載されている c さらに，満

州i農業気象報告を介本して 大空社のアジア学叢

書202(2009)川として復刻本が発行されている c
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満洲農業気象報告j (昭和10年)[12Jに掲載されている南満洲鉄道株式会社が開設した気象観測所第三次『産業資料第35輯表4

1 農事試験場熊岳域分場 熊岳域分場構内
2 鳳風域煙草:試作場 鳳風域煙草試作場構内

3 遼陽棉花試験地 遼陽棉花試験地構内

4 海龍農事試作場 海龍農事試作場構内 42
0 

26' 
5 開版原種間 関原原種歯構内 問原綴瀕IJ取扱所 420 36' 

6 教化農事試作場 敦化農事試作場構内 敦化観測取扱所 43
0 

23' 
7 鄭家屯事務所 鄭家屯試作場構内 鄭家屯観測取扱所 43

0 
30' 

8 公主嶺農事試験場本場 公主嶺農事試験場構内 43
0 

31' 
9 林西種羊場 林西種羊場構内 430 33' 

10 挑南農事試作場 挑南農事試作場構内 挑南観測取扱所 45
0 

20' 
11 脊々哨爾事務所 事事々日合爾事務所構内 脊々日合爾観測取扱所 470 22' 

12 培爾演事務所海倫派出所同 海伶観測取扱所 470 26ノ

13 n合爾j賓事務所旧 日合爾j賓観測取扱所 450 46' 

注 1) W産業資料第35輯 第三次 構洲農業気象報告j] (昭和10年)に基づいて記載

2) W昭和9年 満洲気象報告j] (関東観測所)による記載(市満洲鉄道株式会社;こ気象主主

注 3) W昭和9年 満沙|気象報告j] (関東観測所)では、海倫試作場(海倫試作場構内)と記載

注 4) W昭和9年 満洲気象報告j] (関東観測所)による「日合爾演事務所j の記載ぞと追加

5) ui笥洲の気候と農業(第 2講) j] (村桂、 1939) による記載では、大正15 (1926) 年より 11"1 
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図2 満洲における農業施設機関の配置図『南満洲鉄道株式会社農事試験場要覧j[6J (昭和3年3月)) 

(4・6・9・12の凡例・数字を加筆。圏中に数字は表4と一致。)
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写真1 農事試験場熊岳域分場 Cf農事試験場業績 熊岳城分場篇J[7J，昭和10年)

(山口大学経済学部陪属東亜経済研究所所蔵)

写真2 農事試験場公主嶺本場 u農事試験場業績 公主嶺本場篇J(9J，昭和11年)
(山口大学経済学部附属東亜経済研究所所蔵)

(109) -33 
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合.

東亜経済研究第73巻第ZU

写真3 鄭家屯事務所 (If満洲農業気象報告
o
，昭和6年 '101

) 

(山口大学経済学部附属東亜経済研究所所蔵)

写真4 漕々喰蘭観測所 u満洲気象累年報告l昭和13年[はJ)

(気象庁図書舘所蔵)
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2) 北溝淵気象報告j1わ

ロシアは日清戦争直後の日本による遼東半島の

領有を三国干渉によって自止しニコライ2iJ止の

載冠式にロシアを訪問していた清国の李鴻章と交

渉しその見返りとして露清密約において清国領

土を横断してウラジオストックに至る鉄道の敷設

権を獲得した:山口このため，ロシアは，建設が

困難なアムールJlIi合いの迂回路線ではなく，チタ

から満洲北部を東西に短絡線として横断し，ウラ

ジオストクに主る鉄道路線を構想し 1897(明治

30)年には「東清鉄道株式会社」が設立された。

T~ヒ満 i'l+l 気象報告j IG は，南j前ii十i鉄道株式会社

H合爾漬事務所が1933(昭和8)年6月16日に発行し

た資料で，凡例において 11.本報告は北満州i各

地の気象観測結果に関し中東鉄路管理局が発表せ

る気象統計を総合翻訳せるものである」と記され

ているように，ロシアが東清鉄道(中東鉄路)を

敷設した際に開設した満洲里，海十立爾，免i度M，

博克詰1.札蘭屯， EZ々 渓，安達 o会商法，宮、門，

一面坂，牡丹江，大平嶺，三姓の13ヶ所の気象観

測所の観測資料018.19J を翻訳して刊行したものであ

る。表5には， i請がト!里の1909年の気圧，気温の丹

値を示した。気圧は平均，最高および最低，気温

は7時， 13時および21時，平均，最高(J語日)，最

高極値(暦日)，最高平均，最低極値(暦日)，最

低平均が記されている。これ以外にも，雲量・風

速 (7時， 13時， 21時)，風向の方位別頻度，降水

量(合計，最大，暦日)，降水日数 (O.lmm以上，

1.0mm以上， lOmm以上)，天気日数，気温零下

日数(最高零下，最高極零下，最低零下)，凍結

日数，積雪深度(最大雪深，平均雪深，月平均雪

深)，初霜晩霜・初雪~雪(零下以下示度，

以下暦日，降雪腎百)が記されているつ

なお，昭和14年7月発行の北経調査第46号「北

満農業気候概論には この13ヶ所を含む16ヶ

所の気象観測所が記されており，その詳細を去6

に，気象観測所の位置を図3に示しているので，

参考にして頂きたい。

表5 r北満洲気象報告j[16J (昭和8年6尾16冨発行)に掲載された気象記録

(満洲里の1909年の気圧，気温の月値)
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表6 東支鉄道灘候所一覧 [17

測候所名 jヒ緯 東経 気n二rl十 測候所間 j商社トIIHから 観測期間 観測年数

海抜 (m)""の距離 (km)の距離 (km) (1F) 

j高討十I'R 19 35' 117
0 

26' 650. 3 。 。1903--1931 29 

2 di手fll:雨 19 14' 119 13ノ 608. 3 187 187 1906~1931 26 

3 免 j度inT 19 06' 121' 03' 701. 5 115 302 1908 1929 22 

4 博克|量l 18 46' 121
0 

55' 691. 6 95 397 1911--1931 18 

5 札蘭屯 18ζ01' 122 11' 315.6 122 519 1906~1931 26 

6 膏々員会爾 i 17二 10' 123) 19' H9.3 146 665 1903-1931 29 

7 安達 16 24' 125 19ノ 117. 1 143 808 1Y11~1931 18 

8 日合爾演新 IH街 15 15' 126' 38' 150.5 126 934 1898~1931 34 

9 "農事試験場 ，15' 12' 126
0 

34' 170.0 7 941 lY23--1931 9 

10 て性(依蘭) 16 20' 129勺 33' 100 (190) 1916~1931 14 

II 密 fl'j 11 32' 125、 /13' 178. 1 162 1096 191;:)-1931 17 

12 今[面士皮 15 0，1' 128
0 

01' 210.3 163 1097 lY08-1931 24 

13 ヰ1:丹江 ，11し 35' 129() 36' 2110.0 192 1289 lY08-1931 24 

14 愛河農事試験場 41
0

36' 129() 39' 270.0 7 1296 1923~1931 9 

15 太平詣(太嶺) 41- 33' 130η ，11' 561. 1 130 1119 1908-1931 24 

16 延占 42
0 

55' 129- 30' 168.0 延占rti 1911-1928 15 

n 1) 「北満農業気候概論」より転載

n2) 1927~1928年にける気圧計の海抜 (m)

山 3)佐の資料で?品々 i柔j の記載もあり

54 

52 

50 50 

48 

46 

44 

u 

120 122 124 126 128 130 . .132 

国3 灘候所の位軍 [20J

(yは東支鉄道測候所 固は日本側測候所，ムはソ連側測候所)
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3)農事試験場刊行物

L述した『満山|農業気象報告j[10…山や『北満山i

気象報告Jj.Hi の気象資料の他に，東亜経済研究所

で所蔵している農事試験場で刊行された創立記念

誌に掲載されている気象資料について，一部をこ

こで紹介する。

( 1 )創立20潤年記念農事試験場業繕公主嶺

本場編(南満洲鉄道株式会社農事試験場，

昭和11年10F.l20日発行)[9] 

は， 1913 (大正2)年4月1日の産業試験場

の創立から節目となる20周年(1933(昭和8))年

を記念して，昭和11年に出版された書籍である。

序に始まり，前場長，現場長，分場長の写真，場

内の風景， 日次にまわユて，沿革，土地及建物，気

象，土性，場員，刊行物の記載があり， 1穂芸科

(写真15葉，本丈225頁)J. 1農芸化学科(写真6葉，

本文269頁， [討表2)J. 1畜産科(写真6葉，本文

314}~，附表2)J の838頁，附図満州|国土壌予察図

(カラー)からなる大著であり，創立から現在ま

での公主嶺で実施された試験研究の状況が詳細に

示されている。 13.気象jの項では，公主嶺本場

に開設された気象観測露場(写真2) において観

測された1915年から1933年までの気圧， 10時の気

温，最高気温，最低気温，地中温度， 日!照時数，

湿度，降水量，蒸発量，風力，降水臼数，降雪日

数，快晴及晴臼数，曇天日数，霜日数，電日数，

電雷日数，暴風日数の月値，毎年の結霜期間，降

雪期間が記載されており，公主嶺の気象を一目で

見ることが可能となっている。

本書は創立20周年記念をして作成・配布された

ものであることから発行部数も多く，国立国会図

書館をはじめ，大学図書館(18館)，公立凶書館

(大阪町立中央図書館) 農林水産省が所管する独

立行政法人，各種財同等でも閲覧することが可能

である c

(2 )創立20周年記念農事試験場業績熊岳域

分場編(南満洲鉄道株式会社農事試験場，昭和

10年1月20日発行)[7] 

本書は， 1913 (大正2)年4fJ1日の産業試験場

の創立により開設された熊岳城分場において，節

目となる20周年(1933(昭和8))年を記念して，

昭和10年に出版された書籍である。場内の風景

写真 (6葉)， 日次に続いて，沿革，土地及建物，

気象，士11.，場員，事業成績概要の記載があり，

「園芸科(本文158頁，含写真19葉)J. 1種芸科

(本文140頁，含写真19葉)J. 1養蚕科(本丈147

合写真10葉)J. 1林産科(本文114頁，合写真

8葉)J. 1病理昆虫科(本文269頁，含写真22葉)J 

の738頁の大著であり 創立から現在までの熊岳

城で実施された試験研究の状況が詳細に示されて

いる。本書も公主嶺本場編 ρ と同様に，国立国

会図書館をはじめ，大学図書館 (14館)，公立図

書館 (2館)等で関覧することが出来る。公主嶺

本場編 [9J とほぼ同様に， 1915年から 1933年まで

の21の気象要素について記載されており，熊岳域

の気象を一日で見ることが可能となっている。

以上の創立記念誌の他 農事試験場が発行する

要覧や成績報告書等でも気象資料が掲載されてい

るが，ここでは省略する c

4. おわりに

ここでは，東亜経済研究所に所蔵されている満

洲(関東州を含む)気象資料について，その概要

を紹介した。なお，詳細については，参考文献に

も示している{帝国日本の気象観測ネットワーク

満洲・関東州j[に (2014年四月発行)をご覧頂き

たい口本書{帝国百本の気象観測ネットワークj

は8分冊のシリーズとして発行を予定しており，
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2015年9月には f帝国 日本の気象観測ネットワー

ク H 陸軍気象部jcl (531p.) が発行され， 2016 

年10月には『帝国日本の気象観測ネットワーク

E 水路部-海軍気象部， 2017年3月には

日 本の気象観測ネットワーク N 樺太Jが発行さ

れ る予定であるので，こちらもご覧頂き、戦前・

戦中期の植民地における気象観測ネットワークに

ついて、理解を深めて頂ければ存難p 訳りであるc

参考文献

[ 1J 、ド)j:f責ー:満鉄「附属地経営jの羽政収支，経済学研

究， Vo1.59， NO.4， pp.91-108， 2010 

[2J大野太幹・満鉄附属地華商商務会のi首動一関原と長存
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史(下巻)， pp.80:3-865， 1928 (昭和:3)年

[9J南満州|鉄道株式会社民事試験場:農事試験場業績 公

主嶺;本場篇， 808p.， '1玉虫27+附去4 I;HI支11.昭和11年

1OJ120H 

[lOJ南満州鉄道株式会社殖産部農務課.満州l農業気象報告，

56p.，時国1.昭和6{f5JJ16日

[11J南満i外|鉄道株式会社地}j部農務課:満iJ十|農業気象報

告(産業資料第:3liJ')， 64p.，附図1.昭和9年3月:30

日

[l2J南j能川鉄道株式会社地}j部農務課.第三次満州|農業

気象報告(産業資料第:35号) 昭和10年 126p.，昭和
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[1:3J関東観測所・昭和91r満州|気象報告:349p.，昭和10

年2Jl25日

[14J関東観測所・満iJ十|気象累年報告:366p.，附録21p.，

昭和1:311'-:3月25臼
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165p.. 昭和8年6月161l
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[18J l-huaHo MeTeOpOJIOrl1'fCCKHM blOpO YnpaBJIeBHJI KHト

6HCKOH BOCTO'fHOH苅〈巴JIe3HOH~opor l1 B Xap6HMe 

METEOPOJ10fl1lJ.ECKl1E HAbJUO~EH l151 ， KI1TaHCKOH 

BOCTO'fHOH (1922.1926人91p.，1929 

[19J 113[laHO MereOpOJ10rl1可eCKI1MblOpO YnpaB凡eHHJI

Kη掃討CKOHBOCTO'fHOii }I{e凡e3HO話 ~OpOI れ B Xap6HMe 
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[20J北i読経済調査所'北端農業気候概論(ア・ア・ヤコ

ヴレブ編纂;エイ・イ・クズネツオフ若，篠的武雄訳)，
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東北師範大学日本研究所との研究交流

1 .はじめに

平成26年度の山口大学「新呼び水プロジェク

トjに経済学部の古川澄明教授が研究代表者とし

て応募した「山口大学・東アジア近代経済産業史

研究センター創設一束アジア地域アーカイブ国経

ネットワーク形成と山[J大学の国i祭中核拠点

化 Jが採択された。本プロジェクトは，山口大

学経済学部東亜経済研究所に所載されている戦前

期に山口高等商業学校(東東経済研究所)の時代

に収集した世界的に貴重なコレクションを活用し

て，中国，韓国，台湾等の束アジア地域とのアー

カイブ国際連携ネットワーク形成を推し進め，山

口大学の国際中核拠点化を図る壮大な構想、を描い

ている。著者も東亜経済研究所に所蔵されている

i両洲・北支等の東アジア地域における貴重な資料

群を利用して，農業試験研究や気象観測ネット

ワークの視点から研究を進めていることから，研

究分担者と参加している。

ここでは，東アジア地域とのアーカイブ国際連

ネットワーク形成を目的に 中国東北部(I日満

洲)における満洲研究の拠点に位置づけられてい

る東北師範大学日本研究所を訪問し山口大学経

済学部東亜経済研究所との研究交流の可能性，進

め方等について協議し併設する図書室の蔵書に

ついての調査を行ったので，概要を報告する c

2. 東北師範大学の概要

まずはじめに，東北師範大学(中国語:恋北

州諸大学，英語:Northeast Normal University 

(NENU) )について紹介する。本学は，中華人民

1]J[ J大学大学院創成科学研究科山 本 晴彦

日αruhiko YA担AMOTO

共和国の吉林省長春市に位置する教育系大学で，

略称で「東北師大」ゃ「東師Jとも呼ばれており，

1995年には国家教育部直属の 1211工程rによる

重点大学(112校)に選ばれている。中国国内に

は多くの師範大学があるが，本学を含む北京師範

華東部範大学，華中師範大学. i鵠南師範大

華南師範大学，挟西師範大学の7校のみが重

点大学に選出されている。

わが国の教員養成系大学 31では，教員養成課程

を主体とする小学校・中学校の教員養成が本務で

あるが，東北師範大学には教育学部，政法学院，

経済学院，寵学院，文学院，持史文化学院，外国

音楽学院，美術学院，数学・統計学院，

計算機科学・情報技術学院，情報・ソフトウェア

工程学院，物理学院， 生命科学学院，

地理科学学院環境学院体育学院，メディア学

マルクス主義学院，民族教育学院，留学生教

育学院の23学院(学部)にもおよび，医学系の学

部はないが総合大学としての様相を呈している

2015年5月19日現在の学生数は25.218人(学部

生14，7l9人，博士・修士院生9，864人，外国留学生

635人)で，長春市の人民大街に位寵する本部キャ

ンパスのほかに，南部郊外に浄月キャンパスが開

設されている

東北部範大学は. 1946年に関学した東北大学を

基礎として1950年に開設された伝統を有する大学

であるが，その後も学院や学校の吸収，名称変

更(吉林師範大学)等を経て， 1980年に現在の東

北師範大学が関学しているしかし戦前の歴

史をたどれば，満山l国の時期に開設された「師道
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大学」が基礎とされてお札詳細な変遷について

は.著名字の戸山[qf1本の気象観測ネットワーク

満州・関 *'HU' ([火]1)でも紹介しているので，

こちらを参与に曜い、たい

国1 帝国日本の気象観灘ネットワーク 満洲・関東
州 [6'

3. 東北師範大学日本研究所について

東北師範大学 [1本研究所は. 1964年，当時の同

豆、来総理の指不により設:立された中国で、は最もIJ1-

い日本研究を fl的とする研究所(写真1) であり，

全国的にも知名度が高い ~I 日丈蔵書は2)jIHtに

もおよび， [ 什J"本{宇ドh逗;研究にi関喝する論丈を掲載した;乎宇予I

誌 『外i同司問!也垣{研i叶背究j，ぷ (凶2釦) (は土， 1964年に機関誌

日本情況j として創刊し， 1980年に f外国問題

研究Jへと改称しており，創刊以来日年の歴史が

あるつ東北師範大学日本研究所の研究者の他， 1[1 

国で日本研究を実施している「北京日本学研究'11

心J，，南14日大学 11本研究院J. ，復旦大学日本研究

中心J. 'r11ド|社会科学院日本研究所J. ，-古林大学

東北亜研究院J，，天津社会科学院百本研究所Jの

研究者の投稿も多く，国内における影響力は大き

いものがある。研究所の教員は，教授3名，話iJ教

授4名，講師l名で構成されており，図3に示した

組織となっている 7。

写真1 東北師範大学日本研究所が入る建物(上)と研
究所の玄関での記念撮影(下、中央が著者、そ
の右が副所長の陳秀武教授)

図2 外国問題研究第214期r8J
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旧語語言文学研究室 ト一一教授(完庁長)・尚侠、副教授・劉春英、副教授・尚一E号、講師・祝力薪

!世界霊史研究室

|国際政治研究室

i世界経済研究室

出車整監

トー教授(霞所長)・陳秀武、副教授・郭冬梅

トー副教授・鐘放

トー教授・井志志、副教授・付麓頴

トー宋文広、;馬雅

図3 東北師範大学日本研究所の組織構成[7]

4. 東北師範大学日本研究所との交流と協

定締結に向けて

著者は，東北師範大学の環境科学学院副院長で

ある張継権教授とは 鳥取大学大学院連合農学研

究科の大学院生として在学中に副指導教官を勤め

ていた経緯から15年にわたる交流があり， 2009年

からは山口大学農学部と東北師範大学都市環境科

学学院 (2014年に地理科学学院と環境科学学院に

改組)の間で学部間協定を締結しさらなる交流

を進めてきた。

この度は，張継権教授を通じて， 1932年に満洲

国が建国されて首都として新都市が整備された新

京，すなわち現在の長春で満洲研究が進められて

いる「東北師範大学日本研究所jを2015年3月に

訪問し山IJ大学経済学部東亜経済研究所の紹介

を行うとともに東北師範大学H本研究所の概要

を副所長の棟秀武教授より紹介を頂いた。両所の

簡単な紹介の後，著者が執筆した『満洲の農業試

験研究史j'1 (図4)，r帝国日本の気象観測ネット

ワーク 満11'1'1・関東州jili (図1) を寄贈し，とく

に前身の内容について詳細に説明を行った口満州i

国研究を行っている国経政治研究室主任の紳放氏

からは， I公主嶺にどうして試験場が開設された

のかJなと¥いくつかの質問があり，著者の山本

が「公主嶺の満鉄附属地には軍隊の駐屯地もあっ

たため，開設が容易で、保護もしやすかった」など

の説明を行ったε 多くのデ、子スカッションを通じ

て.本書の価値を理解して頂き，さらに副所長か

らは中国語の翻訳書を出版したいが可能で、あるか

などの質問も受けた。また，後者の;請け1'1の気象に

関する内容については. 自然科学的な要素も多い

ことから，具体的内容に関する質問はなかった

が，大変関心を持たれた印象であったc

図4 r溝洲の農業試験研究史 [9]

著者は， i詩洲へのよi本の侵略の過程で多くの中

国人に犠牲を与えたことは歴史的事実であるが，

新鋭の科学者が渡満して農業試験研究を推し進め

たこと，気象技能者が気象観測所を開設して気象

観測の展開を図ったことなどを紹介したりま

戦後の新中国での日本人技術者の留用にも触れ，

戦後の中国での科学技術の進歩に亘献したこと



-42 - (118) 東亜経済研究第73巻第ZU会

を，科学的な見地から述べた。前者の研究は新中

田での東北三省の農業試験研究の高度化に大きく

生かされており， 1980年代からの]ICA(国際協

力事業団，現在は同際協力機構)の黒龍江省の北

東部に位置する三江子原での稲作プロジェクトに

よっても水稲生産が飛躍的に増大しており， 100 

年を通した自然科学的視点け、らの評価の:主要性に

ついても招介した。

次に，東北師範大学日本研究所との交流と協定

締結についての協議を行ったロここでは.副所長

の陳秀武教授より，東北師範大学日本研究所と山

口大学経済学部東亜経済研究所との交流につい

て，積極的に進めていきたいとの志見を頂き，協

定の締結についての具体的な内科にも弓及され

た。特に，東亜経済研究所の所蔵されている貴重

な資料群について，その活用を行うため， 2ヶ月

程度の研究者の受け入れができないかとの提案を

受けた。これには 受け入れ経費等が関係するこ

ともあり，経済学部ではない農学部の著者が判断

できる事項ではないことから，大学に戻って協議

をする旨を自答した口また，現在は経済学部には

東亜経済研究所の資料を活用した研究を積極的に

進めている研究者が経済学部には在籍してないこ

とから，研究所間で協定を締結した後の具体的な

交流内容についても，これから継続して協議を行

うこととした。

なお，東北師範大学日本研究所に併設された図

書室には，研究所が開設された1964年以降の書籍

しか所裁がされておらず.東北師範大学図書館に

満洲関連の貴重な書籍-資料が大量に保管されて

いるとのことであった(写真針。この資料につい

ては，数年前に訪問した際にも閲覧した資料群で

あるが，今回は約4000点の所蔵リストのファイル

を提供して頂くことができた

写真2 東北師範大学図書舘の満洲関連の書棚(上)と
所蔵されている覧室書籍(下)

5. おわりに

今回の訪中では，予定していた吉林省社会科学

院満鉄資料館が改装中であるため，訪問すること

ができなかった。ただし 訪問した東北師範大学

日本研究所が昨年10月に「吉林省特色文化研究基

地系列活動Jに指定されたことから， さらに密接

な関係を構築しており.次回の訪中の際には副所

長の陳秀武教授を通じて a意義ある交流になるよう

支援を頂く旨の言葉を頂いた。また，多くの満HH

関連の蔵書がある吉林省図書館についても，新築

して移転したため，資料の整理ができておらず，

閲覧することが叶わなかったc 再度，訪中の機会

を得て，交流と調査を実施したいと考えている。

『外国問題研究j の第211期 (2014年 l 号)~第
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214期 (2014年4 号)の4冊 ~l 所員の2015年発

行の最新著書である東北師範大学百本研究叢書

川前日H評論》及其時代Jliおよび円為溝洲匡i的法

治文J象j の2冊について寄贈を頂いた(図5)。

L1本研究所からは， ~東亜経済研究j のパックナ

ンバーの提供を依頼されたことから， 3月31日に

は著者が出版する『帝国日本の農業試験研究 華

北産業科学研究所と華北農事試験場の展開と終

需Ji工を含め，帰国次第，寄贈のための手続きを

行い，送付する旨の回答を行った。

このようにして，中国東北部の満洲研究の拠点

として50年の歴史がある東北部範大学司本研究所

との研究交流の出発点に立つことができた。今後

は， LJ-l日大学経済学部束中:経済研究所における研

究の充実が喫緊の課題であり，早急に研究所の組

織体制を充実させて，戦前の山口高等高業学校時

代に東アジアに展開した研究教育の展開を，再

定，実現することを期待している口

図5 r東北師範大学日本研究叢書J
H満洲評論〉及其時代j[11]および『偽満洲国的法治幻象j[12] 

謝辞

本交流は，平成26年1芝山口大学新呼び水プロ

ジェクト「山口大学・京アジア近代経済産業史研

究七ンター創設一束アジア地域アーカイブ国際連

携ネットワーク形成とLllU大学の国際中核拠点化

一(研究代表者:経済学部教授・古川澄明)Jの

経費により実施したものである。この度の訪問を

快くお引き受け頂いた東北師範大学日本研究所の

副所長・陳秀武教授をはじめ所只の皆様に厚く御

礼を中しとげます。また，東北師範大学環境科学

学院の副院長-張継権教授には，専門外にも関

わらず日本研究所との事前調整，訪問等で大変お

世話になった。ここに 改めて感謝の意を表しま

す口
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グローパル化時代の図書館と歴史資料の保存・活用

1 ，まじめに

平成26年度の「新呼び水プロジェクトJの目的

は山口大学の保有している貴重な歴史資料を世界

に広げて，国際的な相互利用連携ネットワークの

構築のためである。初年度の国際カンファレンス

の開鑑による得られた成果は どのように今後の

山口大学の発展，保存している資料の保存と活

用，そして次世代の資産となるように活かしてい

くべきか，まさに山口大学の200周年記念を迎え

ての重要な検討課題の一つで、あると考える。

アジア諸国や米冨の著名な大学の東亜図書館や

研究機関から招蒋した専門家や研究者による「国

際カンファレンスの講演内容で示されたよう

に，各国の図書館や研究所の歴史資料の保存・利

用は世界的な規模で推進されている。歴史資料の

永久的な保存とその相互利用の拡大，連携ネット

ワークの構築などはグローパル化と現代技術に

よってますます推進されるようになった。

「新呼び水プロジェクトJの目的達成のため，

中国・自家歴史博物館や国家図書館，近代竪史研

究所なと¥および米国の著名な大学の一つである

スタンフォード大学 (StanfordUniversity)図書

館の訪問，見学，専門家や研究者との交流を通し

て，各国の図書館のグローバル化が急進されてい

る現状を垣根に見ることができた。また山口大学

の保存している資料は世界的に関心が示され，そ

の国際的な相互利用の拡大も今後に期待されてい

る。

山口大，、子経済学部教授李 海 峰

LI， Hai Feng 

五 歴史資料の保存・活用について

1 中国の近代歴史研究所などの訪問・交流

訪問先と訪問目的

中国近代歴史研究所，中国・国家歴史博物館，国

家図書館

l 新呼び水プロジェクトによる「国際カンフア

レンス開催」のため，講演者の招聴など

2 山口大学の歴史資料遺産のデ、ジタル保存や研

究活用の拡大，国際連携相互利用ネットワー

クの構築など

訪問成果

中国におけるアジアの近代歴史資料の収集や研

究，活用などにおいて， どのように国際連携相互

利用ネットワークの構築を推進しているのか，中

国・国家持物館をはじめ，中間近代歴史研究所，

中国・国家図書館，それに北京大学歴史学部など

のトップ指導者や専門家などと直接に交流でき，

デジタル化や積極的に海外から歴史資料の収集な

どの状況を見学できた。

そして，中国近代史研究の専門家で知られてい

る王建朗所長を招轄し 講演していただいた(講

演会の内容参照注))。研究者や専門家の訪問，交

流を通して，山口大学の保有している歴史資料の

国際的な宣伝効果があり，その保存や活用の課

題は世界的に関心が示されていることがわかっ

た。この意味で今年度の新呼び、水プロジェクトに

よる「国際カンファレンスJの開催などの一連の

訪問交流は山口大学の国際化の推進に大きな貢献

となったことを言える。そして，今後も引き続き

「国際連携相互利用ネットワーク」の構築に向け
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て，中国の研究者や専門家たちから強い期待が寄

せられているご

訪問先機関を選定した理由(本プ口ジェクトとの

関係において)

'11国の高度経済成長に伴って，各分野における

歴史資料の収集や研究などは盛んになってきた。

この中でアジア関連資料の保存状況や収集などの

「国際連携相互利用ネットワークの構築」などが

積械的に急速に推進されている。貴重な歴史資料

を保有している山口大学はこれらのアジア国の高

水準の研究機関との交流を目指すべきだと考え，

選定した。

訪問先機関の特徴(本プロイジェクトとの関係に

おいて，所蔵資料，デジタル化，デジタル資料国

際相互利用の実情)

中国・同家博物館をはじめ，中国近代歴史研究

所，中国・国家図書館などのトップ指導者や専門

家などとの直接交流を通して，中国における歴史

資料の収集は国i札国外において積極的に行われ

ていて，そして先進技術による保存の環境やデジ

タル化なととの保存方法，相互連携のネットワーク

の構築による閲覧，利用の拡大が推進されてい

る。

訪問先機関と山口大学との連携実績ないし将来的

連携可能性(本プロジェクトとの関係において，

デジタル資料国際相互利用への道のり，等々)

中国・国家博物館はじめ，'-11 [fJ近代歴史研究所，

中国-国家図書館などのトップ指導許や専門家か

らは，山1J大学の保有している貴重な資料に大き

な関心が寄せられて 資料保存のデジタル化や国

捺連携による利出の拡大など全面的に協力するこ

とを約束されている。このように山LI大学は貴重

な歴史資料が保有されていることは，中国の図書

館や研究機関などで知られるようになり，活用共

有の拡大継続によって， r1J口大芋の同際的な知名

度も向上されることは期待できると考える。

訪問先機関と連携交渉の経緯(本プロジェクト

との関係において，どのような交渉を進めたか，

等々)

かつて筆者が中国-対外経済貿易大学で教鞭を

とった時代から.よく歴史博物館や国家図書館，

北京大学の図書館などで研究教育資料の収集など

で利用していたc 今年震の新呼び水プロジェクト

のH的達成のため，かつての同僚やリーダになっ

た教え fーなど後輩たちのご協力のもと， これらの

関連凶書;館や研究専門機関と連絡でき，訪問交流

できた。そして，山I1大学は貴重な歴史資料を保

有していることを宣伝したところ，大きな関心が

寄せられ，関係者の高水準の講演や提言，交流な

どを通して，山口大学は貴重な歴史資料の保存は

な課題となっていることや，そして次

世代にたいして大きな責任が背負っていることだ

と再認識し積極的に本プ口ジェクトの実施にむ

けて努力して，交流を進めてきたのである。

提案

今年度の交流や成果など実績を活かして，山口

大学の貴重な歴史資料の相五連携の構築実現，デ

ジタル化の推進，実施の協力関係を発展していく

ことは世界的に期待されていることであり，本

「新呼び水プロジェクト」の継続を提案する c

2 米国・スタンフォード大学図書館訪問・交流

訪問目的

1 新呼び水プロジェクトによる「国際カンファ

レンス開催」のため，講演者の招鴨など

2 出f_J大学の歴史資料遺産のデジタル保存や研

究活用の拡大， [五l際連携相互利用ネットワー

クの構築など

訪問成果

スタンフォード大学の EastAsia Libraryや
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Hoover Institutionから高水準の講演者二人を招

特し講演していただいた(講演会の内容参照)。

同大学の研究者や専門家の訪問，交流を通して，

山口大学の保有している歴史資料の国際的な宣伝

効呆があり，その保存や活用の課題は世界的に関

心が示されていることがわかった。そこで，今年

度の新呼び水プロジェクトによる「国際カンフア

レンスjの開催は間際的に大きな貢献となったと

言える。そして，今後も引き続き「国際連携相互

利用ネットワークJの構築に向けて，研究者や専

門家たちから強い期待が寄せられている。

訪問先機関を選定した理由(本プロジェクトとの

関係において)

アジア関連の資料保存が最も豊富で，世界的に

最も多く利用されているのは，世界的に著名な

Stanford Universityや HooverInstitution， East 

Asia Library等である c 山口大学はこのような高

ぶ準の研究機関との交流を自指すべきだと考え，

選定した。

訪問先機関の特徴(本プ口イジェクトとの関係に

おいて，所蔵資料，デジタル化，デジタル資料国

際相互利用の実情)

スタンフォード大学は24の図書館がある。その

中で、Hoover研究所の持つアーカイブ資料館や東

アジア図書館は，歴史資料が最も豊富で，保存の

デ、ジタル化が最も進んでいることは知られてい

る。そして世界各国からの研究者たちに活用され

ている。

訪問先機関と山口大学との連携実績ないし将来的

連携可能性(本プロジェクトとの関係において，

デジタル資料国際相互利用への道のり，等々)

今年度の新呼び水プロジェクトによる国i努力ン

ブアレンスの開催成果で示されたように，スタン

フォード大学からの講演者の山口大学との交流や

保有している資料の見学を通して，今後のデジタ

ル化の推進，技術の提供や相互活用連携などを全

面的に協)Jすることを約束されている。このよう

に山口大学は貴重な歴史資料が保有されているこ

とは，スタンフォード大学で知られるようにな

り，今後引き続き協力，資料の活用共有の拡大を

通して， IIJ口大学の国際的な知名度も向上される

ことは期待できると考える c

訪問先機関と連携交渉の経緯(本プ2ジェクト

との関係において，どのような交渉を進めたか，

等々)

かつて筆者がスタンフォード大学で客員研究員

として在籍していたころから，研究資料の検索

や活用などの経験を通して 東アジア図書館や

Hoover研究所の資料の保存とその活用は世界的

にいかに先進であるか知っていたので，関係若や

専門家を訪問することができた。そこで，山口大

な竪史資料を保有していることを宣伝し

たところ，大きな関心が寄せられたのである。そ

して，関係者の高水準の講演や提言，交流などを

通して，山口大学は貴重な竪史資料の保存はいか

に重要な課題となっていることや，そして次世代

にたいして大きな責任が背負っていることだと再

認識し積極的にプロジェクトの実施にむけて努

力して，交流を進めてきたのである。

提案

今年度の交流や成果など実績を活かして，世界

的に期待されていること(スタンフォード大学の

関係者からのプロジェクトの責任者占JlI先生への

引き続き山口大学の貴重な歴史資料の相互

連携の構築，デジタルイヒの推進，実施の協力関採

を発展していくことを期待している。)に応、える

ように，プロジェクトの継続を提案する。
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E 講演会:歴史資料の収集・相互利用と

デジタル化による保存の課題

中国社会科学院近代麗史研究所所長王建朗先

生の講演 :Data Collection of a Modern History 

Research Institute， and Joint Use 

(講演要行は 8Jlli'fffljj先生編戸ド成26年度山r1 大

学「呼び水プロジェクト」報を参!日{) 

米国・スタンフォード大学 Hoover研究所著名

研究員， Kuoτaトchun教授のご講演:Revisiting 

the 2nd Sino・、JapaneseWar: A Cross-cultural 

Research Project 

ザ丸亀'.:;，

__  

ζ匂ヌ・・
(講演要旨は [1011i賢明先生制了、ド成26年度，IJLI)(

，}: 111芋び水プロジ L クト」宇II;I;-fF を参!日¥)

米国・スタンフォード大学 East Asian Library 8 

本資料総責任者 ReganMu巾hyKaoのご講演:The 

Power of Partnerships in International Archives 

(講演安行は Iri-Jlli笠印j先生編 f、i勺J文26年度，1JLJ大

学 111ヂびぶプロジェクト」報斤者Jを参照)

U 中国におけるデジタル化とその歴史資

料の収集と関覧の拡大

1 近代歴史資料の公開

中国・国家屋史博物館

博物館MiJ館長 F.振春さんも LiJLI 大学の保11し

ている近代暦史資料に興味をボされたのである。

中菌・国家誇物館

2 中国・医家図書館の歴史資料の校集や活用と

デジタル化

q1lEj . I斗家['61)j:自立は北京 rfjrt1関村にあり，総

i主i積は7.24ヘクタールであるコ同家問書館は総館

市自立，総長n北館と I!j書館に分けられている。蔵
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書は3，119万冊があり， ~1‘書は200万余り冊があ

る 2008年には国家図書館は建築面積を28万平万

メートル増築し，アジア諸国のrflでも規模の一番

大きい図書館に発展させ 世界で第三位となっ

た。 1989年にコンピューターシステムを導入しは

じめ，凶書館のデジタル化をめざしてきた 1995

年からデジタル化建設の計画を実施し，ソフト

ウェアの開発，データ収集A などの現代化が遂げら

れたっ国家図書館は蔵書機関として， 3000年前に

遡って，甲骨文も保蔵されている。 2012年までに

寸l[lq・国家図書館の蔵書は3，199万冊に達し，こ

のqlで，民主な古書は200万冊も超えたと紹介さ

れてしユる。

111国 .[五l家図書館はデジタル化が急速に推進さ

れている() (写真参照)

国家図書館の文献検索ホール

図書館に設置されたテジタル新聞のコーナー

デジタJレ化の国書舘

国内外から収集してきた歴史資料倉庫(閲覧室)

案内してくれた国家図書館の
若手図書管理専門家雷亮さんたち
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中国国内だけではなく，海外に保有している歴

史資料の収録も重視されている口実際に重要な資

料は海外で収集・発見され，近代歴史の再確認の

研究に貢献されていることなど，若手の図書専門

家が紹介してくれた c

3 米闇・ Stanford大学の図書館

Green Library 

米国・スタンフォード大学は著名の如く凶書館

の建築も!哉書，研究資料の保有量もほ界的に誇

る。 24の図書館も巨大なキャンパスに点在し，だ

れでも 1Dを登録すれば，自由に中に入って，閲

覧も貸し出すこともできる。 1世界各IE]から多くの

人々が見学や検索，閲覧に訪れている c

Green図書館

10山川

。igitalScholarship 
Hldi草3拍 ζo'.'ery:らむ叉tpro，守口Sボ

草j晶ζ だぞ

時 3ぇfre口てnR"，へも

。'色合，c-I'Vdl:O').)nd d('(eSS 

ζ き田守口1問

訪日弘明わぞd;JC，HOJ柏村

情的叶草寺ち

ぺぞ!-<.qIf記、、 w ちみじかも

み，¥'afd('(1H湾 i勺門Ov肝心

む怜内てひ巾占門dardSJUO三ち

引引州luf'{υbldれぞら

- ζ 佼?れぞtib!，Jrεち ζぞ号dOf
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東童図書館(正astAsia Library) 

東亜国書館はlathrop図書館の中， 三階オープ

ンの書庫がある口書庫の中に多くのコレクション

が揃っている。[ヌl書館内部はミーテイングルーム

や研究室， 自習主および明るい閲覧室などが設け

である。また，大きな展示館はコンピュータの

macとwindowsシステムカ汗寸いている。

東亜図書館はスタンフォードのコミュニティー

全員向けに開放されているが，実際，スタン

フォード大学，ブーパー研究所，カリーフォニア

大学，カリーフォニア州立大学の教員や学生など

研究者向けに貸出しているだけではなく，登録で

きる苦界の訪問学者は誰でも手IJ用-告出すること

もできるようになっている c

スタンフォード大学のIDを持っている方は図

書館内部のシステムを利用して丈i猷の閲覧・収

集ができる(貸出の条件を詳しく知りたい方は

EAL貸出処の専門スタップがし五つでも対応でき

るようになっている。なお，スタンフォード大学

のホームページもな録したら検索することもでき

る)乙

The Stanford East Asia Library 

蔵書

図書館の蔵書はできた当時の5千冊から現在の

80万冊に増加された。現在 図書館は毎日2万冊

の報告書と3千種類の主題季刊が収集されている。

図書館は中国語，日本語 韓国語の書籍がたくさ

ん陳列され，人類学や社会学の領域において，北

アメリカでは前十位の蔵書の多い凶書館となって

いる 3 この中で， 1I-1国の蔵書館は約400万冊があ

り， 3万のフィルムと電子図書がある。このほか，

l万3千種類以上の主題季刊もある。図書館のql

で，中国の歴史資料も保存されている。そして近

年国民党の竪史資料舘は台湾から移動され，展示

されるようになった。

東亜図書館 (EastAsia Library) 

交流会談:スタンフォード、大学東車図書館Yang会長
(左)，デジタル技術者スティブ先生(右)， 8本罰書館
主任Regan博士(右2) と筆者・李(中央)
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日本の蔵書館は22万7千冊の本が保存されてい

る。司本の蔵書部分は18.000種類の季刊もある口

東亜図書館は日本戦後の資料もたくさん収集さ

れ，白書，季刊，新開なと¥経済発展および個人

の自記などもある。

韓国の蔵書館は2005年9月に設立され，韓国社

会科学と人類学資料の収集にも力を入れている口

2013年8月まで，館内は5万5千冊の本と300撞類の

季刊が揃えている。

電子資源

EALは過去の数ト年に電子化が進められてき

た。たとえば，中国語文献，漢文書の資科書庫や

デジタル図書館，中国の学術期刊など電子データ

ベースでアクセスできる。韓国語は主にKPpiaの

電子本. DBpiaとKISSの電子季刊，それに北朝鮮

の季刊誌からの記事もある。日本語の資料も電子

データベースで検索できる。

Hoover研究所園書館とアーカイブ

GむIDETO THE HOOVER INSTITUTlO持

LIBRARY AND ARCHIVES 

世界各国の資料の保有は最も揃っていることが

知られているアーカイプ図書館は，東アジア資

料，特に第二次世界大戦に関してのアーカイブ資

料の収録や公開によって，世界各国から多くの研

究者が閲覧のため訪れている。

V グローバル化と図書館の進化

1990年代初頭に日本・北海道大学中央図書館で

資料検索専用の大型コンピュータで探したい研究

資料のリストを入力しますと その所在がほとん

とと分かった。中国から H本留学に来ていた筆者の

私は初めてIT技術の進歩によってもたらした図

書館の先進化に感心していた。この初めての神秘

的な経験は当時NKHの留学体験に関する取材に

対し「北海道大学での留学生活では一書印象的で

感心したことであるJ と語っていた。というの

は. 1980年代後半に中国で日本への官学試験に合

格した際， 日本の大学に関する紹介資料や研究文

献を調べるのに，北京大学の図書館だけではなく

中国・国家図書館もカード式の検索方法でさがし

ていたことが思い出され. I稿世」の感がしたり

その後，情報技術の革新に伴い，図書館もグロー

パル化が急速になった。 中国は1990年代半ばごろ

から高度経済成長が世界的に注目されるようにな

り，図書館の国際化も推進され，国際交流がます

ます盛んになり. 2010年11月に中国・国家図書館

はデジタル図書館もスタートした。このように図

書館は現代的な図書館の建築だ，けではなく，図書

館の資料収録，関覧，相互利用ネットワークの構

築も進んで.更なるグローパル化と図書館進化が

遂げられている。

21世紀はじめ2005年に初めて米国・スタン

フォード大学を訪れたとき，最も感心したのは，

「伝統」と「現代」の融合による図書館の合理的

なシステムである。これはまさに図書館の進化で
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あると言えよう。様々な読者のニーズに応え，ほ

界各国の誰でもIDを入力すれば入館し閲覧や

収集などできるようになっていた。

山口大学はアジア，特に東アジアの近代経済産

業に関する膨大な歴史資料遺産を保有しており，

世界の図書館や大学などの研究機関と緊密な協力

関係を構築することができれば，東アジア経済産

業史のデジタル資料の国緊連携相互手IJ用ネット

ワークを通して，グローバル化急進の今日，世界

の歴史資料による学術研究に更に貢献できること

を確信する。

注)古川澄明編『平成26年度山口大学「呼び、7.Kフ。ロジェク

トJI報告書. 2015年。
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「平成26年度新呼び水プロジェクト・束アジアの近・現代史資料を

所蔵する各国文書館の国際連携ネットワークの構築J
携拡充、活動報告書

始めに、 IriJ行苫である石川耕三准教授から詳細

な報告書が提出されており，詳細は参照された

い。また，本報;fJは，了解を得て，その報告書に

依拠しているり

今回の訪問 1I的は，アメリカ介衆[+:]においてア

ジア研究で7ru張っている資料収集拠}，'，(を訪問し担

当者とコネクションを築くことである。訪問先の

コレクションの特徴および現状を把握したうえ

で， LlH J大京rtí~経済研究所コしクションの独白

性をアピール L，将来的な国1;祭的連携可能性を探

ることであるの

1階入り口

盟盟盟
圃園田盟国置

山11大学経済学部経常"{:fl i任教授山 下 訪|

Sαtoshi Y AMASHIT A 

4階，入口のボード。

( 1 )ボストン大学東アジア考古学・文化史国

際センター (InternationalCenter for East Asian 

Archaeology & Cultural History (ICEAACH)) 

は，ボストン市内西簡にあるボストン大学の東端

に位置している。大都会のキャンパスらしくパー

ンズ&ノーブル書出の隣の建物の4階にある c 普

通のオフィスピルの入口を入り，エレベーターで

4階に上がる。 41滑のフロアーほぼ全てが「東亜
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号古皐文化史[llxll察研究中心Jである。 ド記は.筆者と入[JのfIITでゥ

この七ンターは1999年に Luce財団の助

)北で設置され.*アジアの考)11-乍および、丈化遺産

に関するl玉|際的なセンターとなっている口ボスト

ン大学考古学学部の一部もなしているご上掲'1;:点

にあるように， この図書宅.には. 考rl，・学に関する

*アジアの現地lift資料，当該7jヴlf'の現地語刊行1iJf

究雑誌を広範に収集している L

r-記は日本語の文献であり.各県~Ijに資料があ

るC

下記は. H本語資料の前で. M urowchick氏と

イイ)11准教授。

上掲写~\のRobert E. Murowchick氏 (?liセン

ターDirectorおよび考古学・文化人類学AssIstant

Professor) にお会~) L. 資料終章の方針及び状

況について[弘明を受けた

2去2セン夕一は!束束主主;アジアI刷iけ訓Jj-卜牟-'究?先Eに関するタヰ米|ドミ1I河五叶ζqいlにこお

けるf拠処j点J

に関しては iぺt'[ド司出九4伝lιA語奇.韓国語の資料に関するノウハ

ウを持つ点rJE経済研究所は，ボストン大学が11指

している此文11録化プロジェクトに対して大いに

協力できると忠われたc

(2) Muro'hァchick氏として，東アジア資料

をボストン大学全体で、所 If;~ しているかを確認する

ために.松{tlヰ書館であるMurgar記念国者:館を

見学した



「、!え成 26{j:.度$Ji'll'fとび;J(プロジェクト・点 γ シアぴ);止.J}L代!と資料を所蔵する

作IEJ文書館の国1;主連携ネットワぃクの構うL 携f!J、光活動部;!よ書 (133) 57 

ここは. IB入りが自由で驚いた J また. q:ll:.jiJj 

けの何人j:JL(土塁iziに記I({:されており，金制フェン

スのii:[j出が杭1"，ている 人LJは施錠でき. 一つの

机に:人カ王子:習するようになっている心

(3 )イリノイ J¥_''c'f.の小心であるアーパナ・シャ

ンペーン校の総合問書館を訪問した。ここの'Yr蔵

冊数の多さでは全米でもイi名であるつ

] apanese Collection & Resources担斗のWitt

氏は不在であったが. Slavic， East European 

& Eurasian Collection担去のJoeLenkart 氏

(International Reference Librarian Manager守

Slavic Reference Service (Assistant Professor)) 

にお会いした二

そこで， Ij本Mf究にl却する書籍を用立してくだ

さっており，様々な書籍を克せていただし Eた

CA'J海上骨華;位争総帥静香主治

E主婦

時 弘対

194事イ事事E

す 説 草 母 む 持 主

E撃事尋

上羽の上は1997年に発行された 11:1本酬:究のた

めの参与資料 改訂版」であり， 1、ムは1986年に発

行された日本に関する英語文献カタログである
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Lenkartl"¥:は山[J大学との提携に非常に前向き

との印象が強かったむこちらの東重経済研究所の

重要目録を希望していたc

貴重本室の前で， Lenkart氏と。

最後に， 1950年に波米された日本博英イリノイ

大学名誉教授にも再会した。

i 一一一一一→← 議=醤器22

交渉ミにおける助言が得られるであろう c (了)
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f平成26年産新呼び水プロジ、エクト・東アジアの近・現代史資料を所蔵する各国文書館の菌際連携ネットワークの構築j

キックオフカンファレンス報告者招轄活動/その後の連携拡充活動報告書

海外出張若
|李 j毎蜂

氏名
(所嵩・職位)

年月日

黄振春 (HuangZhenChun) 中国・国家

歴史博物館副館長

王建朗 (WanJian Lang)中国社会科学
訪問先機関 I，L ，."，，-，，，，，，..+-rITrA.，，- --L-LC' ='r，..，."__，_"，，J ".""'.Ln ..，-，"-_h I 

|中IJi]近代歴史研究所、中l:lij・国家歴史博!訪問相手氏名 i院・中国近代歴史研究所 所長
(公i謂アドレス." ，，'， 'Þ.，~ ~ :-~::: ::~ :.: ';，....'，' ，-' ..， ，-" :.-'~' ._. . I .."， ~'- '，，~，;_'__ --:: ¥ 

i物館、国家間書館、北京大学歴史学部 [， (所属・職位) l'tG 売 (Lei Liang) 中IK]・国家[:xJ書舘瓦i活・メイル)I '''''H' ~/." '=-'''' '-//-/'. .~/_. H，- .， ，'/ 

訪問目的

海外資料収録部 主任

f哉運枯 (Zang Yunhu) 北京大学歴史

ヴ:部教授

i 新呼び水プロジェクトによる[間際カンファレンス開催jのため、講演著の招特ーなど

2 山口大学の歴史資料遺産のデジタル保存や研究活用の拡大、同際連携キ[jT{利用ネットワークの構築など、

訪問成果

中国におけるアジアの近代歴史資料の収集や研究、活用などにおいて、どのように居際連携相互利用ネットワー

クの構築を推進しているのか、中凶・国家博物館をはじめ、中国近代歴史研究所、Ijl国・ドi家図書:館、そオしに北京

大学竪史学部などのトップ指導者や専門家などと泣接に交流で、き、テ2ジタル化や積傾的に海外から!ポ史資料の収集

などの状況を見学できた。

そして、1jJ同近代史研究の専門家で知られている E建朗所長を招鴨できた、(講演会の内容参照)。 研究者や事門家

の訪問、交流を通して、LlllJ大学の保有している歴史資料の国際的な宣伝効果があり、その保存や活用の課題はi世
界的に関心が示されていることがわかった。この意味で、今年度の新u乎ひ、水プロジェクトによる「国際カンファレン

スjの開催などの一連の訪問交流は山口大学の国際化の推進に大きな貢献となったことを日ゐえる c そして、今後も

引き続き I[:liJ捺連携相互利用ネットワーク」の構築に向けて、中国の研究者や専門家たちから強い期待が寄せられ

ている。

訪問先機関を選定した理由(本プロジェクトとの関係において)

lfleJの高度経済成長に伴って、各分野における肘史資料の収集や研究などは盛んになってきたc この中でアジア

関連資料の保存状況や収集などの「国際連携相互利用ネットワークの構築Jなどが積極的に2、速に推進されている。

貴重な歴史資料を保有している山 1I大学はこれらのアジア[leJの高水準の研究機関との交流を目指すべきだと考え、

選定した。

訪問先機関の特徴(本プロジェクトとの関係において，所蔵資料，デジタル化，デジタル資料国際相互有用の実情)

'11出・|五!家博物館をはじめ、中凶近代歴史研究所、中国・国家凶書館、それに北京大学歴史学部などのトップ指導

;針や専門家などとのl主張交流を通して、中間における歴史資料の収集は昌内、国外において積極的に行われていて、

そして先進技術による保存の環境やデジタル化なとごの保存}j法、相 11~連携のネットワークの構築による閲覧、利用の

拡大が推進されている。

訪問先機関と山口大学との連携実績ないし将来的連携可能性(本プロジェクトとの関係において，デジタル資料国際相互利用への道のり，等々)

1jl同・ l五l家歴史博物館はじめ、 ql国近代歴史研究所、 rtlf斗・自家j司書館、北京大学罪史学部などのトップ指導者

や専門家からは、 1)1日大学の保有している貴重な資料に大きな関心が寄せられて、資料保存のデジタル化や同際連

携による不Ijlllの拡大なとご全面的に協力することを約束されている c このように山口大学は民主な歴史資料が保有さ

れていることは、 ql同のl文i書館や研究機関などで知られるようになり、活用共有の拡大継続によって、LlJLI大学の

国際的な知名度も IIIJ上されることは期待できると考える c
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訪問先機関と連携交渉の経緯(本プ口ジ工クトとの関係において，どのような交渉を進めたか，等々)

かつて筆者が中国・対外経済貿易大学で教鞭をとった時代から、よく歴史博物館や出家図書館、北宗大学の問書

館などで研究教育資料の奴集などで利用していた。今年度の新呼び、本プロジヱクトのI!的達成のため、かつての)IIJ

僚やリーダになった教え fなど後輩たちのご協力のもと、これらの関連L:x)書館や研究専門機関と連絡でき、訪問j交

流できた。そして、 11111大学は貴重な柑史資料を保有していることを究伝したところ、大きな関心が寄せられ、関

係者の雨水準の講演や提 1i、交流などを通して、 UJ1 1大学は貴重な柑!と資料の保ιはいかに重要な課題となってい

ることや、そして次世代にたいして大きな主任が背負っていることだと再認識し、嶺村z的に本プロジェクトの実施

にむけて努力して、交流を進めてきたのである c

ト一一一一一一一

提案

今年度の交流や成呆など実績を活かして、山il大/l:の貴重な竪史資料の相互連指の構築実現、デジタル化の誰進、

実施の協力関係を発反していくことはi!t界的に期待されていることであり、本「新呼び水プロジクト」の継続を

提案する。
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f平成26年度新呼ひ、水プロジ、エクト・東アジアの近・現代史資料を所蔵する各国文書館の国際連携ネットワークの構築j

キックオフカンファレンス報告者招轄活動/その後の連携拡充活動報告書

年月日

i ilJ~ 外!1 Jl rJH 許

氏名
李 iDi:峰 (f引~.職位)

Karen Wigen， Professor， Head of 

Department of History， Stanford 

University 

Regan Murphy Kao，Ph.D. East l¥sia 

Library， Stanfordじniversity

Jiandong Yang. Head of East Asia 

1 ~ h'  ~ H _L.，"4 i Library， Stanford University 
訪問先機IMJ 1スタンフォード大学 ，，' -<" ，~f-. I 

I~;' . ， / ~'~ ^'  T'， I ，;方11l]相手氏名 IToni Navarrete， Managcr of Digital 
(公開jアドレス.I Hoover Institution， East Asia Library，1 ';" ，'~" '，，:;，:: 

I:-:~~'~." ÅUUC"C;~:~u， ~~UC .'U"~ ~"v'~' .Y '1 (所属・職位) I Library Services， Stanford University 
JILIA-・メイル) I Department of History ，. ， -，--， ，." I ~ ~jJ~' C"U~UC ~. ""UC~Å 'y 11也

Tai-chun Kuo， Ph.D， Research Fellow， 

Hoover Institution， Stanford University 

Hsiao-Ting Lin， Research Fellow. 

Curator of the East Asian Collection， 

Hoover Institution， Stanford 'lTniversity 

他

訪問目的

1 卵子びノ1(ブcロジェクトによる f国際カンファレンス IJ可能jのため、講演者の招特など

三 111[1 大学の歴史資料遺産のデジタル保存や所究ìlîilJ の拡大、 [E[I;fJ~連携相互利用ネットワークの捕築など、

畳一ホ一
一蹴一

ト訪一

East Asia Library H々ooverInstitutionから高本準のi講演庁;人を招特できた、(講j員会の内存参照ト lriJ大学の

研究{i'や専門家の訪問、交流を通して、 I]JU大学の保有している歴史資料の[3iJ際的な宣伝効果があり、その保存や

i品川のI課題は [It界的に関心が示されていることがわかった J そこで、今年度の新呼び水プロジェクトによる i[EJ[際

カンファレシス」の開催は同際的に大きな貢献となったと I える。そして、今後も引き続き「国際連携十11'(.利片jネッ

トワークJの構築にJijJけて、研究者や専門家たちから世円、期待が寄せられている。 (EastAsia Library やHoover

Institutionの館長からの信書など添付。)

ト一一一一一
訪問先機関を選定した理由(本プロジェク卜との関係において)

アジア関連の資料保存が最も豊富で、世界的に最も多く利JjJされているのは、世界的に i昌若皆皆;字名lスタンブオ一ドj大i学

の日 oover1研iす苛1耳f究所や束アジア図書館でで、ある ノ i山LJ1 ハI)大〈ぐ，乍、
と与え、 j'i!ij主した

両院関付炉本元吉クトとの関係におぶて1 詩的;子両レ化デジタ

ス夕ンブ寸一ド大学iは之24の包図i書館がある そのlぺjtで司()0 V じ ri峠!リ司}月i 究所の持つア一カ千ブ資料舘や束アジア f以出兵刈[}占一"一f古t~

は、!ポ iと 1ft キliJ~:lえも豊富で、保存のデジタルイヒが最も進んでいることは主11 られている σ そしていそ界各出からの研究 Jそ

だちに品川されている

ト一一一←一一一一一一一一一一一一一一一一一一
訪問先機関と山口大学との連携実績ないし将来的連携可能性(本プロジェクトとの関係において，デジタル資料国際相互利用への道のり，等々 )

/iWI支の新 11芋び本プ口ジェクトによる i主l際カンファレンスの/J1JimJ北果でフ戸されたように、スタンフォード)('下か

らの北川[行の山11)¥.);':との交流や保有している資料の凡小を辿 Lて、今後のデジタル化の推進、技術の提供や十III{

i古川述抗などを全IIII的に協力することを約束されている、このように山IJ大学は貴最な歴史資料が保イiされている

ことは、スタンフォード大学で知られるようになり、ノF校引きがじき協力、資料の活用共有の拡大を通して、 111I1大

"l:の [liJI;~~(1せな知名度も JnJ トーされることは期待できると号える

し一一一一一一一一一一一一一一一一一
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訪問先機関と連携交渉の経緯(本プロジェクトとの関係において，どのような交渉を進めたか，等々)

かつて筆者がスタンフォード大学で客員研究員として夜籍していたころから、研究資料の検索や活用などの経験

を通して、東アジア図書館やHoover研究所の資料の保存とその活用は世界的にいかに先進であるか知っていたの

で、関係者や専門家を訪問することができた。そして、山1I大学は貴重な歴史資料を保有していることを宣伝した

ところ、大きな関心が寄せられたのである。そして、関係者の高水準の講演や提言、交流などを通して、山口大学

は貴重な歴史資料の保存はいかに重要な課題となっていることや、そして次世代にたいして大きな責任が背負って

いることだと再認識し、積撮110にプロジェクトの実施にむけて努力して、交流を進めてきたのである。

提案

今年度の交流や成果など実績を活かして、世界的に期待されていること(スタンフォード大学の関係者からのプ

ロジェクトの責任者古川先生への信書:引き続き山口大学の貴重な歴史資料の相互連携の構築、デジタル化の推進、

実施の協力関係を発展していくことを期待している。)に!ぶえるように、プロジェクトの継続を提案する。
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「平成26年度新呼ぴ、水プロジ、エク卜・東アジアの近・現代史資料を所蔵する各国文書館の国際連携ネットワークの構築j

キックオフカンファレンス報告者招轄活動/その後の連携拡充活動報告書

年月日

海外出張者
馬田't'T次 (所属・職位) 経済学部・教授

氏名

訪問先機関
EIU (Eastern International 

Associate President 
University)， VICC (Vietnam-]apan 訪問相手氏名

(公開アドレス・
Human Resources Cooperation Center) (所属・職位)

電話・メイル)
図書館，国際交流基金

u本語専門家

訪問目的

所蔵する図書・資料とデジタル化凶書・資料の相虻利用の可能性調査

訪問成果

ベトナムで，東亜経済研究所のデジタル化された以l書・資料を研究に手IJ出するのは難しいことが分かったc 教育

としては可能性はあるかもしれない。

訪問先機関を選定した理由(本プロジェクトとの関係において)

EIUは，出来て間もなく，株々な取り組みの可能性が見込まれることと，ホーチミン国家大学との関係で， -r1j-¥.-、
資料の存在が期待できたから。

VICCは， 日本語の凶書・資料があるとの'1官報を得たから

訪問先機関の特徴(本プロジェクトとの関係においてz 所蔵資料z デジタル化E デジタル資料国際相互利用の実情)

EICは，図}吉・資料は少なく，英語やベトナム語の最近の図書・資料であり，デジタル化されておらず.デジタル

化の必要性もないと思われる。

VICCは， fl本語のlメi書が比較的あるが，ベトナムには日本の研究者は少ないので 東亜経済研究所の凶書をデジ

タル化しでも，ベトナムの研究者が手IJ用するIlf能性は少ないだろう。

訪問先機関と山口大学との連繋実績ないし将来的連繋可能性(本プロジェクトとの関係において1 デジタル資料題襟相互科屑への道のり1 等々 )

EIUと山口大学との連携の実績はなく，本プロジェクトの関係では連携は難しいと思われる。しかしながら， EIU 

は，ベトナム国有企業のBECAMEXが創った大学であり，設立後民もないので，大学問での様々な連携は見込ま

ると思う。

由|際交流基金の活動のーっとして， 日本研究があるので，国際交流基金が利用する可能性はあると思われる。そ

の場合は， 汀本にある国際交流基金と話をする必要がある。

訪問先機関と連携交渉の経韓(本プ2ジェクトとの関係において1 どのような父渉を進めたかE 等々)

相子先の保有する凶書・資料並びに， 日本語の資料を用いての相手方の研究状況を聞き，デジタル化資料を相互

に用いての研究は難しいと判断したの

提案

ベトナムでは， 日本企業の進出も多く，現地で日本語が話せる人材に対する需要も多い。現地での日本語を学び

たいという人も多い。また， 日本語だけではなく， u本の文化を理解している人材も必要とされている。

現地で必要とされている日本語のレベルは，最低限N3レベルであり，様々なやり取りが文書で行われていること

が多く，ベトナム語と日本語の翻訳の需要も多い。高度な日本語の能力も必要とされている。

日本経済の研究者がベトナムには殆どいない現状では，東亜経済研究所の読書 資料をデジタル化しでも桔互に

利用できる可能性は少ないであろう。

ベトナムの富裕層では，子供を日本に留学させたいという人もいるようなので，留学生を受け入れ， 日本の歴史

や文化を学び、，帰国して日本企業のマネジメントにかかわるというやり方や， EIUの講義の中で，東亜経済研究所

のデジタル化された資料を用いて，ベトナムの経済発展に活かすという方法は考えられるかもしれない。
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f平成26年度新呼び水プロジ、エクト・東アジアの近・現代史資料を所蔵する各国文書館の国際連携ネットワークの構築J

キックオフカンファレンス報告者招轄活動/その後の連携拡充活動報告書

2015年2月日

レ
わ
い
一

目
い
一
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一
四
一
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中
町
一
一
開
一

H fi;巧ql央li背究lJL _L，:九
Il{Jj 

計I，'E; 川 手救え
i 

一十一
l 訪問相手氏名:

(iiJíI，'J~ . J[KH，'r:l 介川川i刀な {完記却:tilJI'j'七i(けiり吋íl，同f瓜'J~ . J[ii1: f，'人 ) 

二 川市j一五五;1;'r:P参!日( 一

;il)外出弘之行

氏名

方 IHJ';'~機 111 13 

イ1111成UIJ (I~IJ 

~M所長と見交抗することを泊じて IIJII大小京生iiJf究所のf;長史的資料のl江子アーカイフ化とそのilIj)jJ治をidLijE

するためコ

訪問成果

近年， hi汚史研究所側が村山主liiKを'Ilirデータ化寸ることにi1Hしており， とくに山口大学のI{'fjill'j資料I記念館に

ある多く戦前丈款に興味を抱いている J礼状ではこうした資料のi&JIJに限界あるので.今後.台汚史研究所が協力

する子定で， 44子データ化を実施しながら.その活nlの程度をアッブさせることが 1[1:要課題になる〉この計|由iはま

だ、端緒についた段1;iafであるものの rl ょに I'i<J~Hf"よと協右吉のfllえを近日中にXJ乱するとの li{i:kij を何た

訪問先機関を選定した理由(本プロジェク卜との関係において)

hi巧史{iJf')'e)苛はl!正に束J;()(~7ニ iくれ汗 ::i-: -(f!~ および京都ブぐ、/=人文手:1 字削究!り?との共同プロジェクトに花子しており， 11 

台関連企業や日介応業歴史に関する書物を出I;jよしているυ先)jのliJI究所は.?筏， 1)百日本地lベの拠点大学として1[1

fJ大学を想定して準備をj住めている

五問先機関の特徴(本プ口ジェクトとの関係において，所蔵資料，デジタル化，デジタル資料国際相互利用の実情)

日正にtlそ界各[Jilの川安大乍と連扶しているだけでなく 日本の点京大学と京都大学と共同 'Ji.業を批准し，その成果

をHl)挺している実柏がある

ト一一一 一一一一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一…一一一一一一一一一一一一一一一一一一 一→
訪問先機関と山口大学との連携実績ないし将来的連携可能性(本プロジェクトとの関係において‘デジタル資料冨蝶相互利舟への道のり，等々)

述併に向けて若ゾミに歩みを進めている

ト一一一一一一一一

訪問先機関と連携交渉の経緯(本プ臼ジェクトとの罷係において，どのような交渉を進めたか，等々)

そでに交渉が進民している東山大'芋や点者li大，}:とのネットワークを形成しながら，両日本地|ベの拠点大学として

の地歩を確干ιすることへ

提案

Jl)jとの1託子アーカイブ化の述鴇事業は着実に進展している 今校は， こうしたデータをいかに活用するかを考

える，提案)Jが求められている firjlをまたぐ1三草体咋業などの事例を取り Lげて，それを事例研究の題材として，

シンポジウムを開催することなどを提案している
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f平成26年度新呼び、水プロジ、エクト・東アジアの近・現代史資料を所蔵する各国文書館の国際連携ネットワークの構築j

キックオフカンファレンス報告者招轄活動/その後の連携拡充活動報告書

2015年4月10日
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(所属 .1蹴{立) I経常"f:f十・准教授

Robert E. ivIurowchick， Director， 

ICEAACH/]oe Lenkart. International 

Librarian Manager， Slavic 

Service (Assistant Professor) 

訪問目的

同僚の石川先牛ーとアメリカ介衆|五|におけるアジアiiJf究の咋んな之大学を 1出向し.東亜科済研究所との連携のため

のコネクション作りを行う 刷機関のコレクションの拝徴および乳状を担保したうえで。 Illl[大学束中将済研究所

コレクションの独白れをアピールし 将来的な国際的連携IIf能性を探ることを目的とする日

訪問成果

i司僚の:{l~川先生と l訪問し.アメリカ合衆 Ilij におけるアジア研究・日本研究の現状と課題，現地話資料・丈拭JIJ 集

の現状を把拒した I'~ で，東似粁済研究所が今後[玉1 I;~~的連携・協力を拡大していく際のボ岐を得ることができた 具

体的には，東アジア研究に関する日本語刊行資料の民主日銭化プロジェクトへの協)J・連携， *llE経済研究所資料

[]録・内容の英丈による対外発信などが，今後の取り組むべき課題として浮き彫りとなったづ

訪問先機関を選定した理由(本プロジェクトとの関係において)

-ボストン);_小-ハーバード大手:と共にアジア研究でI印字1な明究科(アジア研究センタ-http:. /www.bu.edu/ 

asiall， ')の1I1核的iχiilF揮であるICEAACHは， Wアジア('11・引・ ，1)の現地誌資料，
、

1i 諸分昨の現地iifi刊行1Uf~完

結;誌を広範に収集しており，東亜科済研究所との相互補完関係を模索できると与えた

-イリノイ):..?・ 1i大学は， JUアジア (111斡 U) よりの官学生が多数在籍しており，巨大なイリノイ大学図書飢の

一部である、1i該 ilIJ1捺・地域研究iχl書館」は "í 大学に千籍しアジア研究を;ょっílJ する /l~生にとっての研究におけ

る導き子になっているご羽地語資料は少ないながらも. リファレンス資料(1I鈷 Mf先ガイド，雑誌抄誌など)

が充実しており， *1臣経済研究所より所此資料のLl録等を提供すれば， lli]際的十11互不Ij}ljの可能性が聞けるのでは

ないかと考えたー

訪問先機関の特徴(本プロジェクトとの関係において，所蔵資料，デジタjレ化，デジタル資料冨際梧互利用の実情)

-ボストン大小 ICEAAHは点アジア研究の中でも.考会，lj学を Ijl心とする|司書主である J 粘土に故帳光[JJ: (K. C. 
Chang)教十三の収集した. '111五!の考占学に関するコレクションが特i設であるっその意味で， f1本および京アジアの

近;lJ，l.代資料を'11心とする京州経済研究所との関係は薄い人 しかし，束アジア研究に関する現地iZiで書かれた研究雑

誌の民主 ~I ;i:;R化をJ)Ut:LIITJLており.これに当ん4 もtbb)JできるとfLLわれる

イリノイ大't: i 1+1 I;~~ .地域研究iχiA館」は現地J!?資料は少ないながらも， リファレシス資料(11録，研究ガイド，

雑誌抄録など)が光突している。これら資料には，現地語で書かれた(例えば， 日本で刊行されたもの)も含まれる

訪問先機関と山口大学との連携実績ないし将来的連携可能性(本プロジェクトとの関係において，デジタル資料国際棺互利用への道のり，等々 )

・ボストン大学:他の大学(アメリカおよびH4(の â~機関含む)と連携し束アジア研究に関する日本 11行刊行資料

の英文日録化に， 、!iJiは|渇)J・連携できると忠われる。その|民 ICEAAHは考，'，'学に引二化しているため "i)Jは

近現代の強みをfLかし 柱1/(.描完することがfJrfitだ、と忠われる

-イリノイ大';::所蔵されているリファレンス資料，特にj)j))[代11本研究に関するそれは「リ行年次がI甘く (1980年代)，

M新情報を犯供しその1[1での京似経済研究所の独日↑?をアピールすれば， ljill;~~的相 U~干Ij ffjが拡大できると考え

る それにはまず，束主主計出研究所‘コレクションの持tl_f. 重要な(デジタル化されたものを中心に)資料の u鉱を，

英i出で提供寸ることが大 'Fであると?;~える rl~子教授の 1I 本博:此先生から助言を交ける J
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訪問先機関と連携交渉の経緯(本プロジヱクトとの関係において，どのような交渉を進めたか，等々)

・ボストン大学.東アジア研究に関する現地誌で書かれた研究雑誌・資料の英文自録化プロジェクトについて当機

関は推進中であるが，この試みにどう当方は協力できるか，検討してみると問符した。本件については， 日本国

内のアジア研究諸機関との連携が欠かせないと考える。

・イリノイ大学:東京経済研究所の独在性をアピールしたところ，重要資料の日録を入子したいとの先方の回答で

あった。日本語でかまわないとのことであったが 今後の展開を考えると 主要資料(デジタル化したものを中

心に)に関しては，英文化および英文解説を付すなどして 協力・連携できそうな機関に広報すべきではないか，

と忠われる。

提案

英語での対外発信情報が決定的に足りないと忠われる。この点は，国際連携・協力を推進する t-，で、欠かせないもの

と考える。

-東亜経済研究所の英語ホームページ作成0

・コレクションの特徴を，英語で解説。

-国立情報学研究所 (NII)に書誌'情報は登録されているので，東亜経済研究所独白のコレクションを中心に，英えー

を付記する作業を進める c

-日本国内アジア研究諸機関・図書館・資料窓と連携して， fl本語の研究文献・資料を英語で日録化して対外発信

するネットワークを講築する。
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海外出張者
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訪問自的

アメリカ合衆同における先端的なアジア研究資料収集拠点である 2機関を訪問し 両機関のコレクションの特鍛

および現状を把握したうえで，山臼大学東亜経済研究所コレクションの独自性をアピールし将来的な国際的連携

可能性を探ることを日的とする。

訪問成果

アメリカ合衆|叫におけるアジア研究・日本研究の現状と課題，現地語資料・丈献収集の現状を把握した kで，東

亜経済研究所が今後|五j際的連携・協力を拡大していく際の示唆を得ることができた。具体的には，東アジア研究に

関する日本語干IJ11'資料の英文目録化プロジェクトへの協力・連携，東亜経済研究所資料目録・内容の英文による対

外発信などが，今後の取り組むべき課題として浮き彫りとなった。

訪問先機関を選定した理由(本プ司ジェクトとの関係において)

・ボストン大? ハーバード大学と共にアジア研究で出名な1i耳e究科(アジア研究センタ-http://www.bu.edu/ 

asian )のr!1校(I(][叫書室であるICEAACHは，東アジア(中・拐・日)の現地語資料，当該分野の現地語刊行研究

雑誌を広範に収集しており，東亜経済研究所との相互補完関係を模索できると考えた。

-イリノイ大学:、ij大学は，東アジア(中韓日)よりの官学生が多数在籍しており 巨大なイリノイ大学問書館の

一部である叶該 l[liJ知・地域研究図書館Jは，:'3大学に在籍しアジア研究を志向する学lj:.にとっての研究におけ

る導き手になっている。現地語資料は少ないながらも， リファレンス資料(目録，研究ガイド，雑誌抄録など)

が充実しており，東亜経済研究所より所蔵資料の日蝕等を提供すれば，国際的相互利用の可能性が聞けるのでは

ないかと考えた。

訪問先機関の特徴(本プロジェクトとの関係において，所蔵資料，デジタル化，デジタル資料冨際相互利用の実情)

・ボストン大学 ICEAAHは東アジア研究の中でも，考1¥'予を中心とする図書室である c 特に，故張光直(K.C. 

Chang)教授の収集した，中国の考吉学に関するコレクションが特段である。その意味で. 114:および東アジアの

近現代資料をIjl心とする東亜経済研究所との関係は薄しh しかし東アジア研究に関する現地品で古かれた研究雑

誌の英文日録化を現在志向しており これに当んーも協力できると忠われる。

-イリノイ大学 I[引祭・地域研究図書館jは現地語資料は少ないながらも， リファレンス資料 01録，研究ガイド，

雑誌抄録など)が充実している。これら資料には，現地訴で書かれた(例えば， 日本で刊行されたもの)も含まれる。

訪問先機関と山口大学との連携実績ないし将来的連携可能性(本7'ロジェク卜との関係において，デジタル資料国際相互利用への道のり，等々)

・ボストン大学・他の大学(アメリカおよび日本の諸機関合む)と連携し 束アジア研究に関する [1本語刊行資料

の英文目録化に. 'LJ方は協力・連携できると思われる。その|民 ICEAA耳は考古学に特化しているため，当方は

近現代の強みを'1:.かし，相互補完することが可能だと忠われる c

-イリノイ大学:所!哉されているリファレンス資料，特に近現代日本研究に関するそれは刊行年次が1-¥く(1980年代人

最新情報を提供しその中での東亜経済研究所の独n性をアピールすれば，国際的相互利!日が拡大できると考え

る。それにはまず，東rW経済研究所コレクションの特質，重要な(デジタルfとされたものをIjl心に)資料の日録を，

英語で提供することが大事であると考える c
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訪問先機関と連携交渉の経緯(本プロジェクトとの関係において，どのような交渉を進めたか，等々)

・ボストン大学:束アジア研究に関する現地語で書かれた研究雑誌・資料の英文日銀化プ口ジェクトについて当機

関は推進rtlであるが.この試みにどう当方は協力できるか.検討してみると回答した J 本件については， 日本国

内のアジア研究諸機関との連携が欠かせないと考える。

-イリノイ大学:束亜経済研究所の独自性をアピールしたところ，重要資料の H録を人子したいとの先方の回答で

あったc 日本語でかまわないとのことであったが，今後の展開を考えると，主要資料(デシタル化したものを中

心に)に関しては，英文化および英文解説を付すなどして，協力・連携できそうな機関に広報すべきではないか，

と思われる。

提案

英語での対外発信情報が決定的に足りないと思われる。この点は，[3iJ[緊連携・協力を推進する Lで、欠かせないもの

と考える c

-東亜経済研究所の英語ホームページ作成こ

・コレクションの特徴を，英語で解説〈

. [:Jt]立e情報学研究所 (NII)に書誌情報は登録されているので.東亜経済研究所独自のコレクションを中心に，英文

を付記する作業を進める。

-日本国内アジア研究諸機関・凶書館・資料室と連携して， []本語の研究丈献・資料を英語で日録化して対外発信

するネットワークを構築する。


